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序     文 
 

カンボジア王国政府からの技術協力の要請を受け、各種調査団の派遣により検討を重ねた結

果、平成19年８月31日にカンボジア国内務省とカンボジア王国北東州地域開発能力向上計画に係

る討議議事録（R/D）の署名を行いました。 

本報告書は、同計画の事前評価結果並びに実施協議にあたり確認した事項を取りまとめたも

のです。 

カンボジア王国では、経済発展が進む一方、都市と農村の格差が顕著になりつつありま

す。特に本プロジェクトが対象とするラタナキリ州、モンドルキリ州は、先住民族が独自の文化

を継承しながら生活する地域であり、カンボジア最後の秘境といわれています。 

中央政府主導で進みつつある地方分権化にあわせ、今後より一層、両州政府が住民をはじめ

とする様々なアクターと一体となって開発を行うことが求められています。 

本事業が、両州政府主導の持続的な開発の一助となること、カンボジアの農村地域の一層の

発展に寄与することを望んでやみません。 

最後に、計画の策定にあたり、ご協力とご支援を賜りました両国の関係者の皆様に心から感

謝の意を表すとともに、今後の更なるご支援をお願い申し上げます。 

 

平成19年９月 

 

独立行政法人国際協力機構 
カンボジア事務所長 米田 一弘 

 



 



プロジェクト位置図 
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モンドルキリ州 
州農村開発委員会（PRDC) 

ラタナキリ州 PRDC 

モンドルキリ州 O Rearng 郡事務所 ラタナキリ州 Ochun 郡関係者との協議 

典型的な少数民族の村。中央に会議室（右）があり、それを囲むように各家（左）がある。 

第１次事前評価調査 ミニッツ署名 討議議事録（R/D）ミニッツ署名 



 



略  語  表 

略語 英語 日本語訳 

CARERE Cambodia Area Rehabilitation and Regeneration 

Project 

カンボジア地域再建・再生プ

ロジェクト 

CAR Council for the Administrative Reform 行政改革評議会 

CAU Contract Administration Unit 契約・事務班 

CDC Council for the Development of Cambodia カンボジア開発評議会 

CLV Cambodia, Laos and Vietnam カンボジア、ラオス、ベトナ

ム 

C/P Counter Part カウンターパート 

C/S Commune/ Sangkat コミューン・サンカット

（村・町） 

D&D Decentralization and Deconcentration 地方分権・業務分散 

DFT District Facilitation Team 郡調整チーム 

DIF District Investment Fund 郡投資基金 

DoLA Department of Local Administration 地方行政局 

FU Financial Unit 財務班 

ICC Inter-Commune Cooperation コミューン間協力事業 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構 

LAU Local Administration Unit 地方行政班 

LDF Local Development Fund 地方開発基金 

MOI Ministry of Interior 内務省 

MRD Ministry of Rural Development 農村開発省 

NCDD 
National Committee for Management of 

Decentralization and Deconcentration Reform 

地方分権・業務分散改革運営

委員会 

NSDP National Strategic Development Plan 国家開発戦略計画 

OJT On the Job Training 日常業務を通じた実務訓練 

PCM Project Cycle Management プロジェクト・サイクル・マ

ネージメント 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マ

トリックス 

PFT Provincial Facilitation Team 州調整チーム 

PIF Provincial Investment Fund 州投資基金 

PIP Provincial Investment Plan 州投資計画 

PLAU Provincial Local Administration Unit 州地方行政部 

PLG Partnership for Local Governance 地方行政パートナーシップ 



PO Plan of Operations 活動計画 

PRDC Provincial Rural Development Committee 州農村開発委員会 

PRDC 

ExCOM 

Provincial Rural Development Committee Executive 

Committee 

州農村開発委員会実行委員会

PSDD Project to Support Democratic Development through 

D&D 

地方分権・業務分散を通じた

民主化支援プロジェクト 

PSDP Provincial Strategic Development Plan 州開発戦略計画 

R/D Record of Discussions 討議議事録 

ST Seila Taskforce セイラ・タスクフォース 

TSU Technical Support Unit 技術支援班 

UNCDF United Nations Capital Development Fund 国連資金開発基金 

UNDP United Nations Development Programme 国連開発計画 

 

 



事前評価表 
 

１．案件名 

 カンボジア王国北東州地域開発能力向上プロジェクト 

２．協力概要 

（１）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）北東部の辺境地域に位置するラタナキ

リ州及びモンドルキリ州において、現状分析･調査、計画策定、事業実施及びモニタリン

グ･評価のプロジェクトサイクル全般に関する州行政官の能力向上を図る。これらを通じ

て、州農村開発委員会（PRDC）により主体的かつ戦略的に州開発事業が実施されるよう

になることが期待される。 

 

（２）協力期間 

2007年10月～2011年３月 

 

（３）協力総額（日本側） 

約3億2,700万円 

 

（４）協力相手先機関 

プロジェクト監督機関：内務省（MOI）地方行政総局 

プロジェクト実施機関：MOI地方行政局、ラタナキリ州及びモンドルキリ州のPRDC実施

委員会 

 

（５）国内協力機関 

なし 

 

（６）裨益対象者及び規模、等 

直接裨益対象者：ラタナキリ州及びモンドルキリ州の州行政官 約1,000人1 

間接裨益対象者：両対象州の地域住民 約20万人2 

３．協力の必要性・位置づけ 

（１）現状及び問題点 

1991年の和平協定後、国連開発計画（UNDP）などドナーにより開始されたカンボジア

地域再建・再生プロジェクト（CARERE）は1996年にセイラ･プログラム3として国家プロ

グラムとなり、2006年までカンボジア全土で展開された。同プログラムの下、カンボジ

ア政府は地方分権化を推進してきており、2002年にはその第一歩として地方選挙による

1,621のコミューン評議会を設立した。 

カンボジアの地方行政は、州（市）・郡（区）・コミューン・サンカット（村・町）

（C/S）の３層4に区分される。州・郡は、中央政府任命による州知事・郡長及び各省庁

                             
1
 プロジェクトの中心的なカウンターパート（C/P）となる人材は約60名、日常業務を通じた日常訓練（OJT）対象となる人

材は約940名と試算。なお、OJT対象者の規模及び深度はプロジェクト実施を通じて確定する。 
2
 カンボジア開発評議会（CDC）作成の2010年人口予測値による。出所は、日本アセアンセンターのホームページ。 

3
 セイラとは、クメール語で「礎」の意味。セイラ・プログラムは、国連開発計画（UNDP）等が中心となって支援した10年

間のプロジェクトで、2007年１月に終了した。同プログラムは村・町自治区（コミューン／サンカット）のための予算配

分・管理等を行い、現在は地方分権・業務分散改革運営委員会（NCDD）にその業務が継承されている。 
4
 括弧内はプノンペンなどの市街地で適用されている。 



からの出先機関であるセクター局を有するものの、コミューン評議会に相当する組織は

設置されていない。また、その役割もまだ曖昧なままである5。現時点では、セイラ・プ

ログラムによって設置されたPRDCが、引き続き州開発戦略計画（PSDP）の策定、実施モ

ニタリング、民間セクターやNGOとの調整を含む州開発事業の実施において中心的役割を

果たすことが求められている。 

本プロジェクトの対象となるラタナキリ州及びモンドルキリ州は、カンボジア北東部

に位置し、国内天然林の約４割が存在する、自然資源の豊富な地域である一方、国内先

住民族の９割以上が暮らしているが、遠隔地という地理的特性から必ずしも開発の優先

順位が与えられてこなかった。現にカンボジアのミレニアム開発目標報告書（2003年）

において、ラタナキリ州及びモンドルキリ州の開発レベルは、国内最下位に位置づけら

れている。 

また、地方行政機能の強化に必要な人材の数及び能力は不足しており、特に北東州では

この傾向が著しい。少数民族が多い地域であることから言語障壁があるほか、教育レベ

ルも概して低い傾向がある。行政官についても、地方勤務のインセンティブが低いこと

から優秀な人材が集まらない。また、セイラ･プログラム等によりコミューンの機能が強

化される一方で、州･郡はその機能が明確に規定されていないこともあり、既存の州開発

計画はコミューンからのプロポーザル（事業提案）の単なる積み上げとなっており、州

及び郡全体としての優先課題の設定やそれに基づく優先事業の決定といった、戦略的な

アプローチは皆無である。 

近年、同地域では、少数民族の生活環境は、投資家の経済活動により悪影響を受けて

おり、特に先住民族が伝統的に所有･利用してきた土地の占拠や利用権の侵害は顕著であ

る。これらの事例では森林から農地への転用を目的とした森林伐採が伴われており、森

林と林産物に大きく依存する住民の生計のみならず、貴重な生物多様性にも重大な損害

を与えている。 

近年、両州への開発支援が増加しつつあり、開発事業の優先づけ、投資家の開発事業

への巻き込み等、州行政官によるこれら支援のマネージメントの改善・向上が必要とな

ってきている。以上から、地域住民による持続的な地域振興、州行政官による戦略的な

開発事業の企画、実施が求められているが、これらの中心となる内務省並びに各州政府

は十分な人材及び体制を有しておらず、そのキャパシティ・ディベロップメントが求め

られている。 

 

（２）相手国政府国家政策上の位置づけ 

国家貧困削減 戦略（ NPRS2003 ～ 2006 ）、 2003年発表の四角 戦略（ Rectangular 

Strategy）で地方分権及び業務分散の推進を強調しているほか、2005年には地方分権・

業務分散（D&D）推進に向けた戦略書を作成し、①地方における民主主義の普及･強

化、②地方開発の推進及び貧困削減、をその主要な目的としている。また、現在、州及

び郡の役割分担を含む地方自治法（組織法）の策定作業中であるほか、NCDDが設立さ

れ、セイラ･プログラムの成果を統合することとなっている。 

一方、北東州に関する政策としては、カンボジア、ラオス、ベトナム３ヵ国（CLV）に

よる開発の三角地帯マスタープランが2004年に完成、合意している。同プランでは、セ

クターごとの開発プログラム及び優先プロジェクト案が提示されており、いずれも地域

の特性を反映した内容となっている。 

                                                                                          
5 現在、策定中の地方自治法（組織法）において明確に規定される予定である。同法は、2007年内には成立する見込みであ

る。 



（３）わが国援助政策との関連、国際協力機構（JICA）国別事業実施計画上の位置づけ（プ

ログラムにおける位置づけ） 

カンボジアに対する国別援助計画（予定）では、「グッドガバナンス支援」「経済･社会

基盤開発支援」及び「能力開発支援」の３つを重点分野として掲げている。特に、「地方

分権化の流れに沿った地方レベルの職員の能力開発支援」を「能力開発支援」のなかで

取り上げている。また、JICA国別事業実施計画では、「人材育成・制度整備・インフラ整

備を通じ、経済成長と貧困削減の両立への協力により、人間の安全保障の実現を図る」

ことを対カンボジアの協力方針としており、行政機能の強化に資する人材育成及び制度･

枠組みの整備を重視している。また、協力重点分野として「グッドガバナンスの推

進」、そのなかの協力プログラムとして「行政能力向上」を掲げている。 

カンボジア北東州については、「開発の三角地帯」に属する地域であり、わが国政府の

カンボジア、ラオス、ベトナム（CLV）支援の新たなイニシアティブとして日本・CLV首

脳会議でも重視されている。このため、JICAとしても同地域を対象とした「開発三角地

帯マスタープラン」の実施を積極的に支援する方針を示している。 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１）協力の目標（アウトカム） 

１）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

PRDCにより、主体的かつ戦略的に州開発事業が実施される。 

（指標・目標値） 

・PSDPの質が向上する（データ分析に基づいた戦略的な計画の策定、長期プラン）。 

・PRDCにより事業進捗がモニタリングされ、必要な指導がなされている。 

２）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

対象州において持続的地域開発のための地方行政能力が強化される。 

（指標・目標値） 

対象州において 

・PSDPが、引き続きデータ分析及び調査結果に基づき策定されている。 

・地域開発事業が、PSDPの方針に沿って選定・実施されている。 

・事業評価及びモニタリングが実施され、結果がフィードバックされている。 

・行政サービスデリバリーに対する地域住民の満足度が向上する。 

３）協力終了後10～15年後に達成が期待される目標（スーパーゴール）と指標･目標値 

対象州において、地域資源を利用した持続的な地域振興により、貧困が緩和され

る。 

（指標・目標値） 

対象州において 

・貧困世帯が減少する。 

・収入レベルが向上する。 

・地域資源を活用した地域振興活動が実施されている。 

 

（２）成果（アウトプット）と活動 

１）成果１：州行政官の分析・調査能力が向上する。 

（指標・目標値） 

モンドルキリ州、ラタナキリ州において 



1－1 データ分析及び調査結果に基づく状況調査報告書（州ごと）が完成する。 

（活 動）6 

1－1 州の基礎情報を確認、整理する。 

1－2 開発ポテンシャルを確認する。 

1－3 上記を基に、経済・社会・インフラ分析を行う。 

２）成果２：州行政官の地域開発計画策定能力が向上する。 

（指標・目標値） 

モンドルキリ州、ラタナキリ州において  

2－1 州開発計画の策定プロセス改善に関する報告書（州ごと）が作成される。 

2－2 優先課題分野において提案された事業の数。 

2－3 優先課題分野において、ローリングプランの施策として選定された事業の数及

び事業に配分された予算金額（割合）。 

（活 動） 

モンドルキリ州、ラタナキリ州において  

2－1 州開発計画策定プロセスを検証し、改善点を整理する。 

2－2 コミューン投資計画検討、郡インテグレーションワークショップ7実施の側面

支援を行う。 

2－3 調査･分析結果に基づき優先課題を整理し、優先開発事業を選定する。 

2－4 州開発計画、ローリングプラン及び州投資計画の見直しを支援する。 

３）成果３：州行政官の地域開発事業実施・管理能力が向上する。 

（指標・目標値） 

モンドルキリ州、ラタナキリ州において 

3－1 事業実施プロセス（資金管理、事業の技術サポート）の改善に関する報告書

（州ごと）が作成される。 

3－2 計画された事業のうち計画期間内に執行された事業数及び金額。 

（活 動） 

3－1 選定された事業の実施支援を通じ、州行政官へのOJTを行う。8 

４）成果４：州行政官のモニタリング、評価能力が向上する。 

（指標・目標値） 

モンドルキリ州、ラタナキリ州において  

4－1 モニタリング、評価の手法及び体制が確立し、情報が共有される（州バージョ

ンのマニュアル、ブックレット等の形で）。 

4－2 プロポーザル作成に関するテクニカル･チェックリストが作成される。 

（活 動） 

4－1 優先事業等のモニタリングを通じ、事業管理手法の改善を図る（OJT）。 

4－2 優先事業の評価を行う。 

4－3 上記のモニタリング及び評価結果を計画策定、事業実施に還元する仕組みを整

                             
6 成果１から成果４に係るすべての活動は、両州の各担当行政官とともに実施する。 
7 郡ごとにコミューンからの要望を優先づけ、事業選択をするワークショップ。PRDCが中心となり、毎年10月ごろに実施

している。 
8 成果３に係る活動については、カンボジアとの協働により確定することが重要。そのため、成果１及び２に係る活動の結

果を得て後に詳細が決定される。詳細は、明らかになった時点で両州の開発計画に則り、活動計画（PO）の中に明記する

こととする。また、同活動に従事するC/Pは、活動の内容が明らかになった時点でPRDC ExCOMが適任者を配置すること

とする。 



える。 

（３）投入（インプット） 

１）日本側（総額３億2,700万円） 

・専門家派遣（最大時4名、分野：チーフアドバイザー、地域開発計画、農村インフラ

計画、モニタリング・評価、地方行政、業務調整） 

・機 材 

・C/P研修 

・OJT実施のための在外事業強化費 

２）カンボジア側 

・C/Pの配置 

・州農村開発委員会実行委員会（PRDC ExCOM）の事務所スペース及び設備（可能な範

囲） 

・プロジェクト実施のためのローカルコスト 

 

（４）外部要因（満たされるべき外部条件） 

１）上位目標達成のための外部条件 

・地方分権化の政策・方針が大きく変わらない。 

・NCDDの枠組みが変更されない。 

・PRDC及び各セクター省庁の人材が、政府組織外に流出しない。 

２）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・地域資源が著しく喪失されない。 

３）成果達成のための外部条件 

（なし） 

４）前提条件 

・C/Pが適切に配置される。 

・プロジェクトコンセプトが州政府関係者に受け入れられる。 

５．評価５項目による評価結果 

（１）妥当性 

・カンボジアは、NPRS2003～2006及び四角戦略で地方分権・業務分散の推進を強調している

ほか、2005年にはD&D推進に向けた戦略書を作成し、地方分権化を推進している。ま

た、現在策定作業中の地方自治法（組織法）により、今後州及び郡の強化を図る方針であ

る。地方分権化の目的のひとつとして、「地方開発の推進及び貧困削減」をあげてお

り、特に多くの少数民族が居住し、開発支援が比較的遅くから入りはじめたために行政官

の能力が低い北東州に関しては高いニーズを認識している。 

・2007年中にも策定される見通しの地方自治法（組織法）が施行されるに際しては、州・郡

レベルにおいてこうした戦略的視点をもって行政サービスを企画・実施していく能力を有

した地方行政官の存在は不可欠であり、対象国及び対象地域におけるニーズは極めて高

い。組織法が施行され、2013年ごろには州政府へと業務が移行される見通しであるが、本

プロジェクトはこの移行期間を対象期間とし、州政府の将来的な仕事を見越して、業務プ

ロセスの見直しを行うものである。この意味で、タイミングの面においても妥当性が高

い。 

・カンボジアに対する日本の援助政策としては、「人材育成・制度整備・インフラ整備を通

じ、経済成長と貧困削減の両立への協力により、人間の安全保障の実現を図る」ことを

JICAの対カンボジア協力方針として掲げているほか、行政機能の強化に資する人材育成及

び制度･枠組みの整備を重視している。また、北東州は「開発の三角地帯」に属する地域



であり、同地域を対象とした「開発三角地帯マスタープラン」の実施に対し、わが国は積

極的に支援する方針を示している。 

（２）有効性 

・本プロジェクトは、「分析･調査」「計画策定」「事業実施」及び「モニタリング･評価」と

いったプロジェクト･サイクルの各段階における州行政官の能力向上を通じて、州の開発

事業実施における主体性・戦略性を向上することをめざすものであり、プロジェクト目標

を達成するために十分なアウトプットが計画されている。 

・州行政官の能力向上には、プロジェクト･サイクルの各段階に関する実施能力を向上する

ほか、活動を通じて抽出される既存の仕組みの改善点（州行政官の「気づき」）、それらを

整理し取りまとめた報告書（ガイドブックなど）による「プロセス改善」を含むものであ

り、これらを通じて州行政官の主体性及び戦略性の向上が期待できる。 

・計画された各成果は、PSDPの質の向上とその実施に寄与するものであり、プロジェクト目

標の指標は適切に設定されている。 

・計画された成果がPSDPの質の向上に活用されるためには、プロジェクトのコンセプトが関

係者に十分に受け入れられる必要があることから、外部条件として設定されているが、こ

うした視点はカンボジア側（MOI）にも明確に認識されていることから、満たされる可能

性が高いと判断される。 

 

（３）効率性 

・本プロジェクトにはコストのかかる大規模な機材供与や設備建設は含まれておらず、ソフ

ト部分への協力を中心としている。また、対象地域での業務実施にはクメール語を話せる

人材が不可欠であることから、日本人専門家の投入を最小化し、なるべくローカル人材を

活用する計画であり、業務の効率的かつ効果的な実施が可能と期待できる。 

・各成果の指標はいずれも入手が容易であり、指標としての適切性に加え、入手のコスト面

からみても適切に設定されている。 

・JICAは2007年２月よりMOI地方行政総局を中心に「地方行政能力向上プロジェクト」を実

施しており、中央レベルでの国家プログラム及び他ドナーとの調整を行うこととしてい

る。同プロジェクトとの連携を通じて、本プロジェクトは他ドナーとの活動内容の重複を

避けるとともに、必要に応じて中央政府への政策提言も可能となる。 

 

（４）インパクト 

・本プロジェクトは対象２州のPRDCをフォーカルポイントとし、州行政官を対象として実施

するものであり、能力向上された州行政官がプロジェクト終了後も対象州の行政官として

勤務を続けることにより、対象州の地方行政能力は強化されると期待できる。 

・対象地域は少数民族が多数を占める地域であることから、本プロジェクトの実施により特

定の少数民族が不利益を被る、あるいは利益を受けることができない可能性は低い。 

・カンボジア政府による地方分権化の政策･方針は1991年和平協定以降一貫しており、また

近年は更に推進する目的でNCDDの枠組みを構築している。本プロジェクトはNCDDの枠組み

のなかで実施する旨両国間で合意していることから、外部条件が満たされる可能性は高

い。 

 

（５）自立発展性 

・カンボジア政府による地方分権化の方針は一貫しており、近年も更なる推進のための枠組

みづくり（NCDD）、法的整備〔地方自治法（組織法）の策定〕などが実施されている。本

プロジェクトはこれらの潮流に沿うものであり、プロジェクト終了後も政策支援は継続さ



れるものと見込まれる。また、本プロジェクトはPRDCをフォーカルポイントとして実施す

るが、今後地方分権が一層進んでいった際には、PRDCが州政府に引き継がれていくことは

MOIと確認済みであり、組織面における自立発展性は確保されていると判断される。 

・対象州においては、行政組織からの人材流出がカンボジア国内の他の地域に比べて少ない

ことから、プロジェクト終了後も何らかの形で州の行政機能に関与していくことが期待で

きる。 

・本プロジェクトは、北東州２州を対象とするものであるが、MOIはここでの成果を隣接す

るストゥントレン州及びクラチェ州に波及させたいとの意向を示している。また、上記２

州に限らず農村遠隔地や都市近郊の農村地域などへの波及も念頭に置いており、プロジェ

クト終了後の波及効果も期待できる。 

・本プロジェクトでは、OJTとして実際の事業運営を行うにあたりプロジェクト追加予算を

計上する予定であるが、既に対象地域２州には他ドナーの様々な資金援助がプレッジされ

ていることから、本プロジェクトの終了後についてもこうした活動（事業）の持続可能性

については確保できる可能性が高いと判断される。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

・本プロジェクトは、カンボジア国内でも特に開発から取り残された地域である北東州の２州

を対象としている。カンボジア政府の政策にも示されているとおり、地方分権･業務分散の

目的のひとつはこうした地域の貧困削減であり、本プロジェクトにおいても地方行政官の能

力向上を通じて行政サービスの充実を図り、ひいては地域住民の貧困削減に寄与することを

めざしている。 

・また、本プロジェクトの対象地域は森林資源が豊富で、生物多様性の宝庫でもある。同地域

の地域資源（森林資源等）は地域住民の生計の源であり、その持続的な利用と保全は、環境

保全の視点からのみならず住民の生計向上を図るうえでも、欠くべからざる重要な要素であ

る。本プロジェクトではこれらのことを強く認識し、プロジェクト実施の全過程を通じて配

慮を行っていく。 

・対象地域は少数民族が多数を占める地域であることから、本プロジェクトの実施により特定

の少数民族が不利益を被る、あるいは利益を受けることができない可能性は低いと考えられ

るが、プロジェクトの実施にあたっては社会階層、性別、民族などの間で格差が広まらない

よう配慮を行う。例えば、少数民族の格差是正においては一村一品の視点を配慮する。 

・NCDDでは、ジェンダー配慮を行いつつ事業を実施することとなっている。本プロジェクトは

NCDDの枠組みに沿って実施するものであり、必要なジェンダー配慮を行っていくものとす

る。対象地域は少数民族の多い地域であり、少数民族の女性特有のジェンダー･イシューも

あることから、十分な配慮を行っていく。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

・国連資金開発基金（UNCDF）地方開発基金（LDF）プログラム 

本案件は、セイラ・プログラムにより設置された村、コミューン、郡の開発委員会（1998年

当時）が、州開発計画の策定及び実施において、PRDCと協働することを目的とした。その結

果、各レベルの開発委員会による縦の繋がりだけではなく、州レベルにおける各セクター局間

の協働、PRDCと州セクター局とのコミュニケーションの必要性についても認識された。ま

た、ドナーによるプロジェクトは、PRDC及び州計画局との協議なしに、新しいアプローチを採

用すべきでないとの意見もあげられている。 

・インドネシア 地方行政人材育成プロジェクト／地方開発政策支援プロジェクト 

農業技術や環境計測などの技術移転を目的としたプロジェクトにおいては、中央政府を実施

機関とし、その先の普及は先方政府の責任とする計画が多数を占めていたが、地方分権化を推

進するプロジェクトにおいては、地方行政体を直接の実施機関とするアプローチが有効であ



る。しかし、その場合においても、地方分権化を政策・法制度面で推進しているマクロレベル

（中央政府）の関与を確保することが極めて重要である。 

また、地方開発のメカニズムを構築していくうえで、州やコミュニティレベルの行政機関

が、自ら地方のニーズ、地域情報、予算、組織的人的ネットワーク、身近な開発資源等の重要

性を認識することが重要であると指摘されている。 

加えて、外発的なモデルの導入ではなく、地域をベースにした具体的な開発事業を進め、こ

れをベストプラクティスとしてモデル化するとともに、実務経験を通じたOJTにより、主や州

政府職員の開発能力を高めていく地道な方法が評価されている。 

８．今後の評価計画 

中間評価：2009年６月頃 実施予定 

終了時評価：2010年12月頃 実施予定 

事後評価：2013年12月頃 実施予定 

 



第１章 要請の背景と経緯 
 

１－１ 要請の背景、案件形成の経緯 

カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）北東州には、国内天然林の約４割が存在して

おり、自然資源の豊富な「最後の秘境」として知られている。また、カンボジアのミレニアム開

発目標報告書（2003年）において、ラタナキリ州及びモンドルキリ州の開発レベルは国内最下位

に位置づけられている。同地域には国内先住民族の９割以上が暮らしているが、遠隔地であるこ

と、1970年代からの内戦の影響はそれほど大きくなかったことから、1990年以降の復興支援期に

おいては必ずしも開発の優先順位が与えられておらず、開発から「取り残された（left-

behind）」地域といえる。 

近年、支援の緩やかな増加により、住民の生活環境は一定の改善がみられるものの、一方

で、国内外の投資家の経済活動により悪影響を受けている。特に先住民族が伝統的に所有・利用

してきた土地の占拠や利用権の侵害は顕著である。これらの事例では森林から農地への転用を目

的とした森林伐採が伴っており、森林と林産物に大きく依存する住民の生計のみならず、貴重な

生物の多様性にも重大な損害を与えている。 

カンボジアでは、1991年のカンボジア暫定統治機構（UNTAC）以降の復興期において、カンボ

ジア開発評議会（CDC）、農村開発省（MRD）を中心とした村落レベルの参加型開発が進められて

きた。これらの経験を踏まえ、カンボジア政府は、1998年に行政改革国家プログラムを策定、内

務省（MOI）、行政改革評議会（CAR）を中心として 地方分権を進めてきた。その結果、2002年に

は2月に地方選挙を実施し、1,621のコミューン/サンカット評議会（うち111がサンカット）を発

足させた。1 また、2004年の四角戦略（Rectangular Strategy）、2006～2010年の国家開発戦略

計画（NSDP）において、公共サービス充実のために引き続き地方分権化を推進することが確認さ

れている。 

本プロジェクトの対象となる２州では、豊富な天然資源を活用した持続的な地域振興を図るた

めに、地方分権の動向に注視しつつ、行政から地域住民への公共サービスを充実させることが求

められている。しかしながら、MOI並びに各州政府は十分な人材並びに体制を有しておらず、そ

のキャパシティ・ディベロップメントが求められている。 

国際協力機構（JICA）は、カンボジア政府の要請に基づき、３回のプロジェクト形成調査を行

った。その結果、各州が持続的な発展に取り組めるよう、自然・社会環境に配慮した総合開発計

画を策定する意義並びに州の開発行政能力向上の必要性を先方政府と確認した。 

同調査団の提言を受け、カンボジア政府は、2006年度及び2007年度案件として北東州のキャパ

シティ・ディベロップメントを目的とした、技術協力プロジェクト「北東州人材育成計画」をわ

が国政府に要請した。日本国関係者の検討にあたっては、開発の三角地帯での実施案件であるこ

とが考慮され、2006年度後半に同プロジェクトが採択された。 

 本事前評価調査は、技術協力プロジェクト「北東州人材育成計画」の採択を受け、事業の基本

計画、実施体制等をカンボジア政府と確認するために派遣されたものである。 

案件形成から採択までの経緯を以下にまとめる。 

                             
1 現在カンボジアにおいて、地方自治が認められているのは最も基層部分の行政区分であるコミューン・サンカット（村・

町）（C/S）のみである。それより上層の州及び郡は行政体としては認められておらず、各省庁からの出先機関が存在するの

が実態である。本報告書では、便宜上、その集合体を「州政府」「郡政府」と記載することとする。 
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案件形成から採択までの経緯 

（１）カンボジア政府からの要請 

2004年度 農村開発委員会強化プロジェクト、北東部農業開発計画 

2005年度 モンドルキリ州地域総合開発計画調査 

（２）要請検討のための調査 

2004年12月 第１次プロジェクト形成調査 

2005年１月～２月 第２次プロジェクト形成調査（カンボジア事務所主導） 

2005年２月～３月 第３次プロジェクト形成調査 

（３）プロジェクト形成調査の結果 

上記調査のまとめとして、第３次プロジェクト形成調査団は、下の提言を導き出し

た。同提言は、カンボジアMOIプラムソッカー次官とカンボジア事務所長間で確認されてい

る（付属資料１）。 

１）開発調査はモンドルキリ州のみではなく、ストゥントレン、クラチエ、ラタナキリを

含め、４州とする。 

２）要請のある開発調査と同時に人材育成のための技術協力プロジェクトが必要 

（４）2006年度及び2007年度要請 

上記提言を受け、2006年度及び2007年度案件としてカンボジア政府から「北東州地域総

合開発調査」及び「北東州人材育成計画」の要請があった。 

（５）わが国の案件採択（2006年度後半） 

日本側の案件検討の結果、人材育成を優先させることが重要と確認され、同方針につい

てMOIからも同意を得たことから、2006年度中に「北東州人材育成計画」が採択された。 

 

１－２ 事前評価調査の目的 

事前評価調査は、第１次、第２次に分けて実施された。 

第１次事前評価調査は、主に次の目的で実施した。 

（１）プロジェクト基本枠組み、実施体制についてカンンボジア関係者と協議、合意形成を

行う。 

（２）協力内容・範囲、協力方法の基本計画案を検討する。 

第２次事事前評価調査（補足調査）は、コンサルタント団員（評価分析）を傭上し、次の目的

で実施した。 

（１）第１次事前評価調査で確認したプロジェクトの基本枠組みをプロジェクト・サイク

ル・マネージメント（PCM）手法に基づき、整理する。 

（２）プロジェクトのカウンタパート（C/P）機関の業務内容、事業サイクルを詳細に調査す

る。 

（３）PDM案及び事前評価表案を作成する。 

 

１－３ 第１次事前評価調査概要 

（１）調査日程 3月19～27日 

３月19日  事務所打合せ、MOI表敬、打合せ 

３月20～21日 ラタナキリ州調査 
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３月21～23日 モンドルキリ州調査 

３月26日     団内打合せ、MOI協議 

３月27日  ミニッツ（M／M）協議、M／M署名、事務所報告、大使館報告    

 

（２）団員構成 

総括・農村開発   時田邦浩 JICA国際協力専門員 

副総括     鵜飼彦行 JICAカンボジア事務所 次長 

地域開発  

（3月24日帰国） 

前川憲治 JICA社会開発部第二グループ 都市地域開

発・平和構築第一チーム チーム長 

地方行政 井手直子 JICA社会開発部第二グループ 都市地域開

発・平和構築第一チーム ジュニア専門員 

計画管理 田中智子 JICAカンボジア事務所 所員 

コミューン活動／通訳 Siv Cheang JICAカンボジア事務所 現地スタッフ 

 

１－４ 第２次事前評価調査概要 

（１）調査日程 5月28日～6月12日 

５月28日    事務所打合せ、MOI表敬 

５月29日～６月３日  ラタナキリ州調査、情報収集 

６月４日   団内打合せ 

６月５～８日  モンドルキリ州調査、情報収集 

６月11日、12日  MOIとの打合せ（PDM案確認）、事務所報告 

 

（２）団員構成 

事業計画 井手直子 

 

JICA社会開発部第二グループ 都市地域開発・

平和構築第一チーム Jr.専門員 

評価分析 

（５月30日～） 

渡辺亜矢子 株式会社地域計画連合 国際部 主任研究員 

 

１－５ 主要面談者 

 

カンボジア政府関係者 

（１）MOI 

H.E. Prum Sokha, Secretary of State 

H.E. Sak Setha, Director General, General Department of Local Administration 

H.E. Leng Vy, Deputy Director General, General Department of Local Administration 

Mr. Yin Malyna, Deputy Director, Department of Local Administration 
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（２）ラタナキリ州関係者 

H.E. Muong Poy, Provincial Governor 

H.E. Chey Sayeun, Deputy Provincial Governor  

Heng Kim San, Deputy Cabinet Chief, Provincial Cabinet 

Sek Hai, Chief, Provincial Local Administration Unit (PLAU) 

Eng Chhay Chhim, Deputy Chief, PLAU 

Phan Phirin, Deputy Director of Provincial Rural Development 

Keo Pov, Chief of Contract Administration Unit, Provincial Rural Development 

Committee (PRDC) 

Nup Maret, Chief of Finance Unit, PRDC 

Soy Sona, Deputy Director of Agriculture  

Korng Nea, Deputy Director of Women Affairs  

Chan Kham Kheur, Deputy Director of Education, Youth and Sports 

Sun Sopheap, Deputy Director of Planning 

 

（３）モンドルキリ州関係者 

H.E Lay Sokha, Provincial Governor 

Svay Som Eang, Provincial Cabinet Chief  

Um Khorn, Permanent Member, PRDC 

Kin Chean, Deputy Director of Agriculture 

Hun Vanara, Deputy Director of Planning 

Nhorm Sophal, Deputy Director of Environment 

Heak Sophan, Chief of Provincial Local Administration Unit (PLAU) 

 

（４）地方分権・業務分散を通じた民主化支援プロジェクト（PSDD） 

Touch Tonet, Senior advisor, Ratanakiri 

Prak Mony, Senior Advisor, Mondulkiri  

 

（５）在カンボジア日本大使館 

村田 哲己 参事官 

小林 賢一 二等書記官 
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第２章 調査結果要約 
 

第１次事前評価調査は、MOI次官プラム・ソッカー氏、地方行政総局（General Department 

of Local Administration：GDLA）局長サク・セタ氏の強いオーナーシップの下に実施され

た。なお、ラタナキリ州の現地調査には、サク・セタ氏の同行を得て、効果的・効率的に実施さ

れた。 

第２次事前評価調査は、第１次事前評価調査で確認した基本計画をPCM手法に基づいて再整理

するとともに、現行の州開発事業サイクルを確認、プロジェクトで対応する具体的な改善課題を

洗い出した。 

カンボジアMOIとの主要協議事項は以下のとおり。主な点は第１次事前評価調査終了時にミニ

ッツ（付属資料２）で合意している。 

 

（１）本プロジェクトはカンボジア政府による地方分権・業務分散改革運営委員会（NCDD）の

枠組みに従って実施する。 

カンボジアでは、地方分権化に関連し、国家プログラムや様々なドナーによる活動が実

施されているが、これらの活動を取りまとめる委員会（NCDD）が設置されている。本プロ

ジェクトは、このNCDDの枠組みに沿って実施されることを確認した。 

なお、NCDDの枠組みの一環として郡の行政能力強化を進めていることが明らかとな

り、コミューン支援要員として当該州出身のMOI職員の配置を予定されていること、さらに

コミューン間協力事業（ICC）を推進するための郡投資基金（DIF）が配分され始めている

ことが明らかになった。しかし、プロジェクトの対象２州における郡の状況からは実施能

力に課題が大きいと判断されるため、調査団からこのアプローチを他州と同様にラタナキ

リ州・モンドルキリ州に導入することに懸念を示した。MOIも、この点は問題意識をもって

いるが、具体的な解決策は今後更なる協議を行う必要がある。 

また、調査団からは、郡のみならず、プロジェクトのC/Pとして地方人材が得にくい場合

の対応として中央からの人材派遣可能性を質問した。これに対し、MOIはいくつかの選択肢

を示したうえで、それに向けた適切な対応をJICAと協議することとした。 

 

（２）プロジェクト名を、「北東州地域開発能力向上プロジェクト」とすることを検討する。 

要請段階のプロジェクト名は「人材育成プロジェクト」であったが、地方関係者との協

議を進めるなかで、同名では、組織としての能力強化をめざすプロジェクトのイメージが

わきにくく、人材育成＝教育と誤解を得やすいことが判明した。 

プロジェクトがめざすのは、州政府の地域開発のためのキャパシティ・ディベロップメ

ントであるため、プロジェクト名は「地域開発能力向上（キャパシティ・ディベロップメ

ント）がより適切であることをMOIと確認した。 

第１次事前評価調査団帰国後に、外務省に説明し、同変更に合意を得たため、2007年度

包括口上書で名称変更を正式に確認することとなった。 

  

（３）本プロジェクトの能力強化の対象は、ラタナキリ州及びモンドルキリ州の農村開発委員

会（PRDC）に係る州の職員である。ただし、現在草案中の地方自治法（以下、「組織法」
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と記す）が制定された場合にはそれに準じた組織を対象とする。なお、他州での成果の

活用については、中間評価時に検討することとする。 

MOIでは、2007年中の成立をめざし、組織法を草案中である。関連省庁等の調整が難航し

ていることによりその進捗は遅れているものの、将来的には同法に基づき、州政府、郡政

府とそれぞれの議会が設置される予定である。 

対象地域では、省庁からの出先機関（各セクター局とする）の単独の活動はほとんどな

く、PRDCを中心とした開発事業が主である。そのため、現状ではPRDCが州政府の役割を担

っており、徐々にこの体制が州政府に移行していく可能性が高いことを確認した。 

なお、プロジェクトは当初、ラタナキリ、モンドルキリの２州で行うが、MOI側は将来的

にその成果をクラチエ州、ストゥントレン州を含む北東４州に裨益させたいとの考えがあ

り、中間評価においてその是非を検討することとした。 

 

（４）本プロジェクトの実施機関は、MOIの地方行政局及び２州の農村開発委員会実行委員会

（PRDC ExCOM）である。プロジェクトダイレクターは地方行政総局長、プロジェクトマ

ネージャーは地方行政局長及び２州のPRDC ExCOMの常任委員とした。 

カンボジア政府からの要請書では、実施主体がMOIとなっており、MOI、州政府、地域住

民３者への直接支援を実施する内容となっていたが、プロジェクトの投入は限られている

こと、前述のように他ドナー等の支援と一体となって地方開発に取り組む必要があること

から、プロジェクトの主なターゲットは両州のPRDC、実施機関はMOIの地方行政局並びに

PRDC ExCOMであることを確認した。 

 

（５）本プロジェクトの目標は、PRDCによって州開発事業が主導されることとし、州政府関係

者の調査・分析能力、計画能力、実施能力、モニタリング・評価能力をそれぞれ強化す

ることで、プロジェクト目標を達成するものである。 

上述のとおり、各州のPRDCが主なC/Pとなることを確認したことを受け、プロジェクト目

標、成果、活動をより具体化し、支援範囲の焦点を示す内容とした。詳細は４章プロジェ

クト基本計画並びにプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）のとおりである。 

 

（６）合同調整委員会（JCC）は、年間計画の承認、モニタリング及び実施における課題の協議

を行うものであり、プロジェクトダイレクターが議長となる。PRDC ExCOMメンバー全員

を含む双方関係者による委員となる。 

 

（７）本プロジェクトの実施期間は、2007年～2011年までとする。 

カンボジアからの当初要請は2009年までの２年間であったが、カンボジア側からはなる

べく長い期間支援してほしい、との意向が伝えられた。 

プロジェクトはPRDCの既存の事業サイクル（表4-2参照）を徐々に改善する必要があるた

め、既存の事業サイクルに沿って実施すること、サイクルの改善が軌道に乗るためには少

なくとも３サイクル以上のモニタリングが妥当であることを確認した。また、次回の州開

発戦略計画は2011年１月から開始すること、次回のコミューン選挙が2012年４月に実施さ

れることから、2011年までを事業期間とすることを確認した。 
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（８）日本側からの投入として、OJTのための州開発事業への費用を含めた。 

プロジェクト対象州では、国家プログラム、ドナーからのファンドが州予算として確保

（配分）されているが、ファンドの内容によって、実施可能な活動、セクター、実施者が

異なる。これらの予算配分は、PRDCを中心に取りまとめ、郡インテグレーションワークシ

ョップで最終調整が行われる。 

プロジェクトでは、セクターを特定しない日常業務を通じた実務訓練（OJT）のための活

動費を用意し、将来の州予算による事業運営をパイロット的に実施、支援することを確認

した。 

なお、特定の州に新規のファンドが用意されると、既存の予算配分が減少する事例も確認

されたため、調査団からは、プロジェクトの予算はオントップで確保されるべきで、他の

予算は減らさない努力をしてほしい、とMOIに伝えた。 
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第３章 地方開発行政におけるプロジェクトの役割 
 

３－１ 地方分権化に向けた政府方針、重要な政策等 

（１）地方分権化の動向、政府方針 

2002年カンボジア政府は、参加型開発、民主主義強化、持続的なサービス提供、貧困削

減などいくつかの目標を掲げ、地方分権の第一歩として、地方選挙によってコミューン評

議会を設立した。このような地方分権に対する目的意識は、1991年和平協定後の国連開発

計画（UNDP）などのドナーによる緊急支援的なパイロット・プロジェクトであるカンボジ

ア地域再建・再生プロジェクト（CARERE）そして、それに続くCARERE2の経験によって醸成

されたものと考えられる。CARERE２は、1996年にセイラ・プログラムとして国家プログラ

ムとなり、プログラム対象州の範囲を拡大していった。1997年にはCDCにセイラ・タスクフ

ォース（ST）が設置され、2003年には全国展開するが、継続してドナーからの多大な支援

を受けてきた。同プログラムは、コミューン及び州レベルの開発能力の強化を目標として

参加型開発手法を全国に広げ、コミューン及び州における開発行政の大まかな制度の枠組

みを整備するとともに人材育成にも着手した。 

2005年、政府は地方分権・業務分散（D&D）推進に向けた戦略を作成した。政府による

D&Dの主要な目的は、①地方における民主主義の普及・強化、②地方開発の推進及び貧困削

減であることがこのD&D戦略書によって明確となった。また、同戦略書によると、今後、中

央政府による州知事及び郡長の任命制を継続する一方で、2013年頃を目途に州及び郡のレ

ベルに比例代表制の間接選挙で選出される評議会を新たに設置する予定である。現在、D&D

戦略の枠組みに沿って、州及び郡の役割分担を含む組織法を策定する作業が進められてい

る。 

中央政府主導による更なる地方分権化の方針に従い、STはMOIに移管し、セイラ・プログ

ラム、コミューン支援国家委員会（National Committee to Support Commune Sangkat：

NCSC）及びCARの業務分散分野の機能が統合してNCDDが設立した。 

他方、このような中央政府主導の地方分権化の波は、パイロット州のバッタンバン

州、シェムリアップ州を除き、いまだ地方には届いていない。州政府では、2006年セイ

ラ・プログラム終了後の現在でも、同プログラムによって確立した制度及び機関は地方開

発行政の中心的役割を担っており、PRDCはそのうちの１つである。2002年のC/S評議会設置

後の地方行政の現状につき、セイラ・プログラム設置機関も含め、各地方行政レベルの組

織・役割・予算を中心に以下に述べる。 

 

（２）地方行政の現状 

カンボジアの地方行政は、憲法（第145条及び146条）に規定されるように、州（市）・郡

（区）・C/Sの三層（括弧内はプノンペンなどの市街地で適用）に区分される。コミューン

が直接選挙で選出された評議会を有するのに対し、州・郡は各省庁からの出先機関である

セクター局を有し、州知事・郡長は中央政府から任命される。現時点で組織法を策定中

（所管省庁のMOIは2007年内には成立させたいとしている）であるため、それぞれの行政レ

ベルにおける役割はいまだ曖昧なままである。 
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州セクター局（24局） 

(メンバー) 

ExCOM 

州知事 

州農村開発局長 第１副知事 

州地方行政部（PLAU） 

契約・事務班（CAU＆MEI）） 

技術支援班（TSU） 

財務班（FU&TSR） 

(州計画省) 

(州農村開発局) 

(州財務局) 

州知事、第１副知事、州農村開発

局長、計画局長、財務局長、水資

源気象局長、女性局長 

 図３－１ PRDC組織図 

（３）州（市）の組織・役割・予算 

１）組 織 

州レベルには、州知事、副知事（州によって人数は異なる）、官房、各省庁の出先局が

存在する。そのなかで、５ヵ年PSDPの策定を含む、州開発事業実施で中心となる業務を

行うPRDCがセイラ・プログラムによって設置されている。設置時期は、各州にセイラ・

プログラムが導入された時期となるため、PRDCの業務経験は州によって異なる。PRDC

は、一般的に州知事を委員長、副知事を第１副委員長、農村開発局長を第２副委員長と

し、常任委員を置き、実行委員（Executive Committee：ExCOM）を有する。 

ExCOMは、州によってメンバー構成は異なるが、通常、第１副知事及び農村開発局長を

副委員長に置き、計画局長、財政局長、農業局長、女性局長などいくつかのセクター局

長をメンバーとし、契約及びモニタリング評価を担当する契約・事務班（CAU）及びモニ

タリング評価・情報（MEI）班（CAU&MEI）、地方分権に係る法律施行などにおいて知事を

支援する州地方行政部（PLAU）、財務を管理する財政局及び州公庫班（FU&TSR）、開発計

画実施でインフラを中心に技術支援を行う技術支援班（TSU）の４班を有する（図3-1参

照）。ExCOMに所属する職員は、州のセクター局（主にPLAU、計画局、農村開発局、財務

局）から出向の形で配置されている、いわばプロジェクトメンバーである。 

また、このほか、PLAU管轄の州調整チーム（PFT）及び郡調整チーム（DFT）は、コミ

ューンの活動を支援している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）州及びPRDCの役割 

1994年のMOI令では、州レベルでの業務として戸籍の作成・管理、許認可事項（営

業、建設許可、バスタクシーの営業許可等）、車両登録、選挙人名簿管理、警察行政、土

地登記、環境行政、物価の監視、民間の武器統制、文化遺産の保護、児童福祉などと定
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めている。また一般に、学校、保健所、運輸、水道、電気、衛生、ゴミ処理、駐車、市

場などの広い範囲が州の管轄とされている。また州は、C/Sへの研修、計画策定、開発事

業の入札・管理、技術的事項につき支援する役割があり、コミューンの公庫は州が管理

している。 

過去にPRDCは、法的根拠を農村開発省の省令（decree）とし、その役割を①州開発計

画の承認、②州開発基金の予算配分の決定、③セイラ開発計画のSTへの検討・提出、④

対象コミューンの検討・承認、⑤開発事業に関する政府及び民間セクター、市民社会と

の協力支援、⑥STによる地方分権政策の実行、⑦セイラ開発計画の報告書に関する検

討・合意としていた。州及びコミューンでの業務は、STがまとめたマニュアルに従って

州及びコミューンのレベルで実施された。2006年にセイラ・プログラムが終了し、NCDD

設立後は、毎年関係省庁から各州に対しマニュアル変更点の通達があるが、基本的には

セイラ・マニュアルを使用し続けている。今後は、D&Dの枠組みに沿ったPRDCの役割等を

整備していく必要が生じている。 

当初、セイラ・プログラムによる事業の7割がインフラであったことは、ExCOM TSUが

インフラを中心とした技術の支援であることからも裏づけされている。しかし、最近で

は、州投資基金（PIF）は、農業技術支援、識字教育、母子保健などのサービスタイプの

事業にも利用されることが多くなっている。PRDCのメンバーに対しては、セイラ・プロ

グラム当時から給与補填がなされており、現在もドナーによって給料が支給されている。 

 

３）予 算 

州の地方税は、現時点で制度化されていない。州の予算は、セクター省庁の出先機関

としての各局に省庁から配分される予算、MOIからのパッケージ予算、ドナーからのPIF

がある。基本的にブロック・グラントであるPIFの州各局への配分は、PRDCにより決定さ

れる。他方で、計画局と女性局にはPIF最低予算額が定められており、NCDDのジェンダー

配慮が示されている。 

プロジェクト対象州では、国家プログラム、ドナーからのファンドが州開発予算とし

て確保されているが、ファンドの内容によって、実施方法、予算管理方法、モニタリン

グ・評価方法が異なる。これらの予算配分は、PRDCを中心に取りまとめ、郡インテグレ

ーションワークショップで最終調整・確定している。以下、州投資基金の実施方法、予

算管理方法、課題を述べる。 

 

PIF 

事業実施者：州セクター局 

事業企画：コミューンからの要望をベースに、州セクター局がプロポーザルを作成す

る。このプロポーザルが契約書の特記仕様書の役割となる。 

事業費管理：州知事と州セクター局による契約（PRDC ExCOMのCAU班が支援）。 

具体的な活動内容：サービスタイププロジェクト（技術支援タイプ）。 

予算規模：事業内容によるが、各セクター局に数千ドル程度。 

課 題： 

・基本的にはPRDCとのかかわりが強いセクター局のみに予算が配置されている。 
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・各局への予算規模は数千ドルと、他の事業費と比べて金額が少ない。実際は人件

費に充当され、活動費はごくわずかである。 

・特定の州にドナーからセクターを絞った特別ファンド（例えば自然資源管理、農

業）などが入ると、PSDDからの全体配分額が減少する。 

 

（４）郡（区）の組織・役割・予算 

１）組 織 

郡には、基本的に郡長、副郡長、官房、各省庁の出先局が存在する。また、DFTは、コ

ミューンの活動を支援している。 

２）役 割 

1994年のMOI令では、郡の業務を戸籍作成・管理、家畜目録の維持、車両目録の維

持、州へのコミューン及び郡の状況報告と規定しているが、郡イニシアティブ・パイロ

ット事業開始（2006年）前はその役割はほぼなきに等しかった。C/S設置後は、毎年末

に、各C/Sによる開発計画を総括するための郡インテグレーションワークショップを開催

しているが、対象州では郡のキャパシティは極めて低く、形式的な機能に過ぎない。 

2006年からは、各州（市）で１郡（区）を選択し、①郡（区）の能力強化、②優先活

動（プロジェクト）選定権の委譲③予算運用の漸次的委譲④開発プロジェクト支援パッ

ケージ予算による貧困削減を目標とした郡イニシアティブ・パイロット事業を開始し

た。翌年2007年にはその活動範囲を拡大し、全国で対象郡として最も貧しく人材・潜在

能力を有すると判断される94郡（区）を選出した。 

３）予 算 

郡の地方税は、現時点で制度化されていない。パイロット事業の成果を受け、対象州

では、2007年度に郡予算としてDIF又はICCが配分される予定である。いずれの予算も郡

イニシアティブ事業の対象となる郡のみに配分、各郡３万ドルが支給されている。ICCは

コミューン間をまたがる道路の建設・補修に使用されることが多い。以下、郡開発ファ

ンドの実施方法、予算管理方法、課題を述べる。 

 

DIF 

ICC 

実施者 郡事務所 

事業企画：郡事務所、ただし技術的にPFT、DFTが支援する予定。 

事業費管理：管理費（400ドル程度）のみ郡事務所に渡り、事業費は業者とPRDC ExCOM

の契約・事務班（CAU）が直接行う。 

具体的な活動内容：ICCはコミューンをまたがる事業（インフラ整備など）、DIFは、自

然資源管理に特化した予算のみが配置されている。 

予算規模：郡ごとに３万ドル 

課 題： 

・郡はこれまで予算を管理した経験がないため、実施能力に課題が残る。 
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（５）C/Sの組織・役割 

１）組 織 

C/S評議会は、５年間を１期とし、各C/Sの住民により比例代表制で選出される５～11

名の評議員によって構成されている。C/S長は、２名の助役（財政・経済問題担当及び行

政・社会問題・公共サービス担当）を有し、MOIより派遣されるクラークがC/S評議会の

事務を補助している。また、計画策定委員会、予算委員会、天然資源委員会、コミュー

ン基金プロジェクト管理委員会、維持管理委員会、情報委員会などの各種委員会が存在

する。セイラ・プログラムでは、コミューン及び村に農村開発委員会が存在したが、現

在ではコミューンに存在する委員会に吸収されたものが多い。 

２）役 割 

C/S評議会の会議は、少なくとも１ヵ月に１回開催され、必要事項の調査、開発活動の

査定、資源・財源の範囲内における優先順位の設定を通して開発計画を準備・採択・実

施する。計画策定については、C/S評議会は５ヵ年コミューン開発戦略計画、３ヵ年開発

投資計画、１年ごとの年間計画（マトリックス）を策定している。C/S法によれば、各

C/Sは各自の財源、予算、資産を有し、土地、不動産、賃貸への課税を通じて直接歳入を

得て、国の代理としての機能を実施することにより料金を徴収できると規定されている

が、コミューンの地方税は制度化していない。 

C/S評議会の業務の範囲は、安全と公共秩序維持、住民福祉、戸籍登録及び婚姻届、登

記（家、土地、家畜、車両）、その他の証明書（居住証明、独身証明）の発行など住民に

必要な公共サービスの提供、社会経済開発の促進及び住民の生活水準向上、環境・天然

資源・文化の保全、住民仲裁及び住民のニーズを満たすための一般事務と規定されてい

る。 

３）予 算 

本来、C/Sが有する徴税権は、法律の未整備により実行されていない。C/Sの予算

は、C/S基金、郡インテグレーションワークショップを通して契約されるPIF及び国内外

のNGOやドナーによる支援である。以下、コミューン開発ファンドの実施方法、予算管理

方法、課題を述べる。 

 

C/S基金（Commune Fund） 

実施者：コミューン評議会 

事業企画：郡事務所、技術的にはコミューン・クラーク、PFT、DFTが支援 

事業費管理：管理費のみコミューンカウンシルに渡るが、事業費は業者とPRDC ExCOM

のCAUが直接行う。 

具体的な活動内容、予算規模：農村道路等のインフラ整備が80％を占める。コミュー

ンの人口によって予算額が異なるが、ラタナキリ

州、モンドルキリ州の場合は2,500～4,000ドル程度。 
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３－２ カンボジア地方分権化、地方開発行政の課題 

（１）MOIの問題意識2 

現在、地方行政に係る法的枠組みの整備、政策及び戦略の精緻化が進められている。ま

た、各行政レベルにまたがる制度の統一に向けて、バッタンバン州とシェムリアップ州で

のパイロット事業が実施され、郡イニシアティブ事業が全国で対象郡が選定され先行的に

始動している。中央のレベルでは、CDCに存在したSTが、政府組織（MOI）へ統合3され

た。地方行政の能力向上及び持続的な機能確保をめざし、地方行政官の人材管理について

も検討され対応策がとられ始めている〔３－４地方分権化等の関連事業（１）JICA地方行

政能力向上プロジェクト参照〕。 

 

１）法的枠組みの整備〔地方自治法（組織法：Organic Law）策定〕 

現在の地方行政に関連する法律は、2001年のC/S行政運営法（C/S法）及び地方選挙法

のみである。最近、州及び郡の役割分担を含む組織法の草案が、MOIの作業部会で策定さ

れた。同法により、今後各行政レベル（中央、州、郡、C/S）の役割分担は、補完性の原

則を基に整備される方向である。MOIは、2007年までに同法を成立させたいとしている

が、今後、施行までには、国会承認、憲法評議会上程、国王による署名が必要であ

る。C/S法はコミューンレベルでの税の徴収を認めているが、地方税法はいまだに施行さ

れていない。経済財政省はコミューンでの財政管理に懐疑的であり、その見方が法律策

定の遅れに現れている。 

２）セイラのMOIへの統合 

現在に至るまで、セイラ、政府、ドナーによるプロジェクトなど、多くの地方開発に

係る制度がそれぞれ似通った形で存在していた。このような統一性のない複数の制度

は、人材育成、モニタリング評価、研修等の実施において困難をもたらしている。その

ため、中央レベルでは関係省庁から構成するNCSC、セイラ、及びCARの業務分散分野の機

能と統合してNCDDを設立した。NCDDの事務局は、行政総局から発展したGDLAである。 

人材育成、モニタリング評価、研修、人事等に係る重複を統一化していくことが、今

後の課題となる一方で、地方ではセイラ・プロジェクトにより設置されたPRDCのExCOMが

開発事業のいまだに主要な機能を担っている。 

３）地方行政官の雇用及び能力向上 

公務員の人事管理に関しては、３つの種類（上級・中級・事務）がある。特別な手当

て等がなければ北東州のような遠隔地にはよい人材が派遣されにくく行政能力の向上も

難しい。そのため、地方で発掘される人材を生かすために、地方での行政官の雇用促進

が検討されており、全国で1,000人の出身州からの新規雇用を検討している。ラタナキリ

州では、新しく郡の職員を74人、モンドルキリ州では40人を現地採用する予定であ

る。また、地方で働くためのインセンティブ付与を検討している。 

４）パイロット・プロジェクトの経験 

プノンペン市では、市としての行政に重点を置き、出先機関としての各局の横断的な

                             
2 本項目は、調査団との面談中のMOI地方行政総局長の発言を中心にまとめた。 
3 セイラ・プログラムは1996年から国家プログラムとなっているが、第１次事前評価調査での地方行政総局長の発言から

は、1997年以降も同プログラムがドナーの影響を多く受けたものであったことがうかがえる。 

- 13 -



開発事業実施のため、顧問評議会（Advisory Council）を設置した。また、同評議会を

通して策定された市の開発計画78件に予算が配分された。プノンペンやポイペト、シェ

ムリアップのような都市では、従来の制度である市－区（カン）－サンカットという３

層制から、市－サンカットからなる２層制への切替えが検討されているが、これを実現

させるには、憲法第145条の改正が必要となる。 

バッタンバン州とシェムリアップ州では、郡評議会設置のパイロット・プロジェクト

を実施するとともに、オンブズマン制度、情報公開、１つの窓口制度を導入した。これ

によって、住民への行政手続きにワンストップサービスを導入したが、政治的な理由か

ら今後の普及には問題を抱えている。 

 

（２）優先課題 

地方行政総局長は、調査団との面談のなかで、今後のカンボジア地方行政における優先

課題を以下のように述べている。 

現在の地方行政制度は移行期にあり、地方行政の制度を統一化し、中央官僚の権限を

徐々に地方政府へ移譲する方向に進んでいる。D&D戦略は、将来的に州及び郡のレベルで間

接的に選ばれた評議会を設置することを明記している。地方行政能力の向上のために、地

方の人材を生かし、地方で雇用された行政官を育成する必要がある。 

このようななかで、地方行政制度の確立に向けた最優先事項としては、過去にセイラ・

プログラムを通して設置されたPRDCと法律に基づいて設置された政府の地方行政機関との

間を繋げることである。今後６年間の方向性としては、最初の３年間で地方行政に携わる

公務員の能力向上を課題とし、次の３年間でセイラ・プロジェクトが担っていた機能を政

府の新しい行政制度に移行させる。 

カンボジアの地方行政のなかでも、特にコミューン及び州のレベルの行政に関して

は、セイラ・プログラムによって制度の大きな枠組みは設定されている。しかしなが

ら、C/S法及び地方選挙法の制定、地方選挙の実施、D&D戦略策定を経て、中央政府が地方

分権化を推進し、中央レベルで地方行政制度が以前と比較して統一化され新しい組織が確

立する一方で、州レベルの制度整備（セイラ枠組みのアップデート）はいまだに遅れてい

る。 

州レベルではセイラによって設置されたPRDCがいまだに州開発事業の中心であり続ける

と同時に、D&D戦略枠組みのなかで将来的な地方分権の方向性を念頭に、ExCOMを核とした

PRDCが各セクター局と協力し調整する新しい役割を担うこととなる。そのため、州開発計

画策定、財務管理、契約・運営、モニタリング評価、技術支援において、PRDC ExCOMの説

明責任を伴う能力の強化が課題となってくる。また、これをいい換えれば、各セクター局

はPRDCを中心に政策、開発計画、予算管理、事業実施、モニタリングを各局横断的に協働

していかなければならない。特に、北東州に関しては、最近顕著なドナーからの支援及び

国内外からの民間投資に対しても、州政府は対応していかなければならず、そのための州

職員の能力も現時点では十分とはいえない。 

これらの州における機能及び能力が、地方分権化をめざす政府の方針に沿って整備され

強化されるための支援が必要である。まずは、これまでのセイラ・プログラムによって導

入された制度が、ラタナキリ州及びモンドルキリ州のようなインフラ・通信設備の整備さ
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れていない遠隔地で的確に実施されてきたかを再度確認する必要がある。そして、現状に

適した制度への修正も検討されるべきである。既存の計画レビュー及び今後の州開発計画

策定・実施における課題及び支援の方法は、４－３－２で詳細を述べることとする。 

 

３－３ 北東州における開発と地方分権 

本プロジェクトが対象とするラタナキリ州及びモンドルキリ州は、カンボジア北東部に位置

し、ベトナムと国境を接する。当該地域は、国内天然林の約４割が存在し自然資源が豊富であ

り、国内先住民族の９割以上が暮らしているが、遠隔地という地理的特性から必ずしも開発の優

先順位が与えられてこなかった。近年、少数民族の生活環境は投資家の経済活動により悪影響を

受けており、開発入植によりゴム園などの農園が拡大され、労働力として他州からの移住が増え

ている。これらの経済活動により、特に先住民族が伝統的に所有・利用してきた土地の占拠や利

用権の侵害は顕著である。これらの事例では森林から農地への転用を目的とした森林伐採が伴わ

れており、森林と林産物に大きく依存する住民の生計のみならず、貴重な生物多様性にも重大な

損害を与えている。 

以下、各州のPSDP（2006～2010）に基づき、各州の開発の概況を述べる。また、具体的な北東

州の統計等は付属資料３を参照のこと。 

（１）ラタナキリ州 

 

１）優先分野 

①教育、②保健、③農業・水資源、④インフラ、⑤天然資源・土地 

２）セイラ活動開始 

1996年 

３）州職員の状況 

州職員は、およそ過半数が他州の出身者であるが、ラタナキリ州に家族で定住してい

る。そのため、不祥事を起こして異動を命じられない限りラタナキリ州で退職まで勤務

する者がほとんどである。2002年以前は、人材不足のため、多少でも教養のある者は公

務員として採用され、州レベルで勤務する公務員試験は実施されなかった。州職員６～

７割の学歴は、小・中・高校卒業レベルであるが、州内にできた私立大学で働きながら

学ぶ者もいる。カンボジア全体の問題として、公務員給与だけでは生活に不十分である

ため、ラタナキリ州でも公務以外にアルバイトをしたり、土地柄から農地（ゴム、カシ

ューナッツ、アボガド）を有する公務員が多い。 

４）PRDCの役割（州条例など） 

PRDCに関する条例は、現在に至るまでラタナキリ州では存在しない。D&D戦略に伴う州

での大きな動きはなくセイラ・プログラムでの制度を引き継ぎ、関係省庁からの毎年の

通達（セイラ・マニュアルの修正）を基に業務を行い、PRDCの役割も変更はない。 

５）PSDDアドバイザー配置 

地方行政パートナーシップ（PLG）時代に最大時12名配置されていたアドバイザーの数

は徐々に減り、2007年のPSDDへの以降時に、計６名に減少した。構成は、総括（SPPA）

１名、モニタリング評価（M&E）・セクター（CAU配置）１名（以前存在した計画アドバイ

ザーはセクター局の一部となった）、地方行政（PLAU配置）２名、インフラ（TSU配置）
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１名、財政〔財政班（FU）〕１名である。 

６）PRDC ExCOM構成（10名） 

委員長（州知事）、第1副委員長（副知事）、第２副委員長（農村開発局長）、常任委員

（計画局長）、経済財政局、女性局長、PLAU（内務局）、州公庫、農林水産局長、水資源

局長。ExCOMの会合は、基本的に１ヵ月に１度開催予定であるが、委員長及び副委員長の

都合や議題の有無によって開催が決定され、これまでのところ定期的に実施されている

わけではない。 

７）PSDDによるExCOM職員給与補填 

ExCOM職員を中心に、PSDDに係る職員74名に、40ドル又は80ドルの給与補填がなされて

いる。 

８）透明性作業部会（Accountability Working Group） 

州知事を議長とし、内部監査をメンバーとする透明性作業部会は、内部監査の交代や

議長が多忙であることなどから、このところ開催されていない。そのほか、これまでに

観光作業部会が存在したが、今では機能していない。 

９）各セクター局人員数 

約20～30名 

 

（２）モンドルキリ州 

 

１）優先分野 

PSDDアドバイザーは、州の優先分野として農業中心の生計活動、天然資源管理をあげ

るとともに、インフラは優先度が低く、保健分野にはドナーからの支援が多いため州の

優先分野にはしていないと述べた。 

２）セイラ活動開始 

2003年 

３）州職員の状況 

州レベルの職員は、基本的に各省庁からの国家公務員であるが、一部は、局契約職員

も存在する（農村開発局など）。公務員の採用は、モンドルキリ州からの志願者に配慮さ

れているものの、明確な基準は示されていない。教員については、全国で統一した教職

員の採用条件は履修年数12年であるが、モンドルキリ州の教員については、12年の学校

教育を受けた人材が非常に限られてしまうため、履修年数９年でも採用している。教育

局長はじめ局スタッフ及び教職員にも他州からの人材流入が多く、こうした人材は数年

すると再度他州へ流出してしまうので人材がモンドルキリ州に残らない。教育局で

は、現在少しずつ地元の人材を育てるよう努めており、これによりモンドルキリ州に教

員が定着する状況をめざしている。 

また、ExCOM４班の職員は、州各セクター局からの出向者である。採用には試験及び面

接を実施しており、CAUはコンピューター能力を重視し、PLAUは現地の知見を重視するな

どの適性を考慮している。各部署は様々な局からの出向者が入り混じっており、他州に

みられるように、CAU＆MEI＝計画局などの統一性はない。理由の１つは人材の不足であ

る。州の公務員は、局職員として在籍しつつWWFなどのドナーやNGOへ出向したり、アル

- 16 -



バイトする者がいる。ExCOMの4部署についてもスタッフの入れ替わりは少なくない。 

 

PSDDアドバイザー配置 

総括（SPPA）１名、M&E１名、地方行政１名、インフラ１名、財政１名の計５名が配

置されている。今後、天然資源管理（NRML）担当アドバイザーを配置予定。 

４）PRDCの役割（州条例など） 

PRDC構成員に関する条例が制定されている（州知事がPRDCの活動を重視していること

を示すものである）。 

５）PRDC ExCOM構成 

委員長（知事）、第１副委員長（第１副知事）、第２副委員長（農村開発局長）、常任委

員（計画局長）、農業局長、教育局長、環境局長、土地管理局長、女性局長、計画局

長、PLAU長、農村開発局長、財政局長、州公庫。 

６）各セクター局人員数 

10～20名 

 

３－４ 地方分権化等の関連事業 

（１）JICA地方行政能力向上プロジェクト 

カンボジアの地方行政では、一般的に人材育成の必要性が認識されている。しかしなが

ら、現状では、高級行政官育成のための研修施設は王立行政学院と財政省の研修施設のみ

であり、地方行政官一般を対象とした研修は不足している。今後、地方行政局（DoLA）の

研修経験をGDLAへ繋げつつ、研修制度を統一するためには、ドナーとの調整の下研修資料

の整理や見直し、作業グループによる制度設計や計画策定などが必要である。 

このような必要性に応えるべく、2007年2月からJICAによる地方行政能力向上プロジェク

トが開始された。同プロジェクトは、GDLAを中心に展開しており、中央レベルでの国家プ

ログラム及び以下に説明するような他ドナーとの主要な調整を行うこととなる。北東州地

域開発能力向上プロジェクトは、他ドナーの活動内容を把握し重複を避けつつ、中央政府

の政策提言において地方行政能力向上プロジェクトと連携することが必要である。 

 

（２）他ドナーによる支援 

過去のドナーによる地方行政支援は、①セイラ・プログラムの傘下で実施されたプロジ

ェクトと②NCSC及びMOIを支援の対象としたプログラムに区分することができる。  

１）セイラ・プログラム支援 

【行政分野】 

PLG 

協力機関：UNDP、DFID、SIDA、CIDA 

実施期間：2001年１月～2006年12月 

投入予算：9,500万ドル 

活動範囲：全国（セイラ・プログラム） 

目標・活動：地方行政制度の整備、開発のための財政的支援、地方分権・業務分散

政策支援、セイラ・プログラムによる経験・蓄積の継承 
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RILGP（Rural Investment and Local Governance Project） 

協力機関：世界銀行 

実施期間：2003～2007年 

投入予算：6,200万ドル 

活動範囲：15州（バッタンバン、バンテアイミアンチェイ、シェムリアップ、オッ

ドーミアンチェイ、パイリン、ポーサット、ラタナキリ、コンポンチャ

ム、プレイヴェーン、タケオ、コンポンスプー、コンポンチナン、スヴ

ァイリエン、クラチエ、プレアヴィヒア） 

目標・活動：コミューンレベルで優先度の高い公共サービスの提供、コミューンや

州レベルにおける分権化・参加型地方行政支援 

 

【農業分野】 

ADESS（Agricultural Development Support Project to Seila） 

協力機関：IFAD 

実施期間：1999～2004年 

投入予算：1,160万ドル 

活動範囲：北西４州（シェムリアップ、バンテアイミアンチェイ、バッタンバ

ン、ポーサット） 

目標・活動：農業分野の開発活動支援、コミュニティのエンパワーメント、州、郡

の農業局の能力強化、マイクロ・ファイナンス機関への支援 

 

CBRD（Community-Based Rural Development） 

協力機関：IFAD（GTZ、WFP、AusAID） 

実施期間：2000～2006年 

投入予算：2,290万ドル 

活動範囲：コンポントム州、カンポット州 

目標・活動：農産物収穫量及び収入の増加、貧困層の能力強化 

 

RPRP（Rural Poverty Reduction Project） 

協力機関：IFAD、（UNOPS） 

実施期間：2004～2010年 

投入予算：2,200万ドル 

活動範囲：プレイヴェーン州、スヴァイリエン州（農業省、女性省、PRDC ExCOMと

協力） 

目標・活動：持続的な耕作制度、天然資源管理、改良穀物による収穫増加、インフ

ラ整備、ジェンダー主流化 

 

【天然資源】 

CCB-NREM（Natural Resource and Environment Management） 

協力機関：DANIDA 
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実施期間：2003～2006年 

投入予算：570万ドル 

活動範囲：３州 

目標・活動：天然資源管理、土地登記・運営管理 

 

NRML（Natural Resource Management & Livelihood） 

協力機関：DANIDA、DFID 

実施期間：2006～2010年 

投入予算：6,170万ドル（DANIDA3,670万ドル、DFID2,500万ドル） 

活動範囲：14州 

目標・活動：D&D戦略による天然資源管理、土地管理、市民社会及び貧困層の市場開

発、漁業、森林環境支援 

 

２）NCSC及びMOI支援 

DSP（Decentralization Support Programme） 

協力機関：UNDP、国連資金開発基金（UNCDF）、DFID、GTZ、SIDA、CIDA、DANIDA、 

AusAID、仏、オランダ、ベルギー、ニュージーランド、スイス 

実施期間：2001年６月～2006年12月 

投入予算：1,500万ドル 

活動範囲：全国（MOI） 

目標・活動：地方自治法草案策定、D&D調査支援、D&D支援のためのMOIの機能見直

し、財政分野の分権化戦略支援、地方財政の法的枠組み改善 

 

DDLG（Democratic and Decentralized Local Governance） 

協力機関：UNDP、EC、（GTZ、KAF） 

実施期間：2007年１月～2010年12月 

投入予算：1,250万ドル 

活動範囲：全国（MOI、C/S評議会連盟） 

目標・活動：関係機関（コミューン評議会、郡政府、州政府、住民、NGO）の間のパー

トナーシップ強化、優良事例の促進、地方行政への参加・運営・実施の

ための能力強化、コミューン間の貧困削減プロジェクト、地方分権のた

めの政策分析 

 

PSDD（Project to Support for Democratic Development through D&D） 

協力機関：UNDP、SIDA、DFID 

実施期間：2007年２月～2009年12月 

投入予算：3,480万ドル 

活動範囲：全 国 

目標・活動：地方行政制度強化、地方政府によるサービス改善、地方自治法（組織

法）制定の政策支援 
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（３）対象北東州でのドナー動向 

ラタナキリ州及びモンドルキリ州で活動する主要ドナーは、前述したDANIDA、IFAD、UNDP

である。ラタナキリ州での2007年のドナーによる活動は以下のとおり。 

 

NRML（D&D） 

協力機関：DANIDA、DFID 

実施期間：2007年～ 

投入予算：10万7,359ドル 

目標・活動：エコツーリズム、天然資源運営〔コミュニティベースの天然資源管理

（CBNRM）4、コミュニティーフォレストリー5〕、農業開発6、DIP 

 

NRML（Land） 

協力機関：DANIDA、DFID 

実施期間：2007年～ 

投入予算：10万7,359ドル 

目標・活動：土地管理支援 

 

ICC 

協力機関：UNDP 

投入予算：10万7,359ドル 

目標・活動：郡政府が実施するコミューンをまたがる開発計画への資金支援 

 

Rural Livelihood Improvement Project 

協力機関：IFAD（ローン） 

実施期間：2008～2012年 

投入予算：33万2,288ドル 

目標・活動：５年間で、研修によって獣医育成及び農家支援システムの確立を支援する

予定。選定基準（アクセスがよくポテンシャル及び住民参加のある貧しい

郡で５つ以上の村を有しほかのプロジェクトと重複しない）に沿って６郡

を選択し各郡から４名、農業局から４名及び女性局から１名を対象に研修

を行う。 

 

３－５ プロジェクトに期待される役割 

GDLA局長は、調査団との面談のなかで、本プロジェクトへの期待を以下のように述べている。 

                             
4 2001～2005年、DANIDAの支援で女性を中心に天然資源に関する啓発活動を行った。2003年、環境局が天然資源に関する情報

収集を実施し、2004年、17コミューンから女性2名ずつ計34名を選出し、郡レベルで天然資源保護のための男女別役割に関

するセミナーを実施した。同セミナーは、２、３日の日程で実施し、予算は約700ドルである。コミューンでは、森林保全

委員会を設置し、村レベルで１ヵ月に１回20～30名の参加で啓発活動を行った。 
5 ２年間で297家族から構成する森林組合を結成し、研修を行った。農林水産省から、森林組合に関する省令及びガイドライ

ンが発出された。 
6 ①水牛のワクチン普及、②鶏インフルエンザ・ワクチン普及、③肥料支給、④家畜の健康維持（村落獣医医療活動支援）。 
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（１）それぞれのレベル（コミューン、郡、州）の公務員、特に州の公務員の人材育成を実施

すること。地方行政能力向上プロジェクトでは、地方行政能力を強化することが目標であ

り、本プロジェクトでは中央省庁の出先機関である各局も含めた州レベルの能力向上をプ

ロジェクト対象としたい。 

（２）公的能力（public capacity）の向上により、地方の建設業者や企業、民間との連携が可

能となることを期待している。 

（３）少数民族の生活を考慮しつつ、地域の開発を進めることが必要である。 

以上より、本プロジェクト対象２州（ラタナキリ州、モンドルキリ州）は、本プロジェクトの

実施により農村地域における開発行政のモデルとなる可能性を有している。 
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第４章 プロジェクトの基本計画 
 

現地調査及びカンボジア側関係者との協議・意見交換の結果、プロジェクトの基本計画を次の

ように確認した。 

カンボジア政府からの要請書では、実施主体がMOIとなっており、MOI、州政府、地域住民３者

への直接支援を実施する内容となっていたが、プロジェクトの投入は限られていること、前述の

ように他ドナー等の支援と一体となって地方開発に取り組む必要があることから、プロジェクト

のターゲットを絞り込むことを前提に協議を行った。 

その結果、事前評価調査で、各州のPRDCが主なC/Pとなることを確認し、それにあわせて目

標、成果、活動をより具体化し、支援範囲の焦点を示す内容とした。 

なお、実施協議時に最終確認したPDMは、付属資料４の実施協議時M/Mの添付資料（英文）及び

付属資料５（和文）を参照のこと。 

 

４－１ プロジェクト目標、成果、活動 

（１）スーパーゴール（協力終了後10～15年後に達成が期待される目標） 

対象州において、地域資源を利用した持続的な地域振興により、貧困が緩和される。 

【指 標】 

対象州において 

・貧困世帯が減少する。 

・収入レベルが向上する。 

・地域資源を活用した地域振興活動が実施されている。 

 

（２）上位目標（協力終了後に達成が期待される目標） 

対象州において持続的地域開発のための地方行政能力が強化される。 

【指 標】 

対象州において 

・PSDPが、引き続きデータ分析及び調査結果に基づき策定されている。 

・地域開発事業が、州戦略開発計画の方針に沿って選定・実施されている。 

・事業評価及びモニタリングが実施され、結果がフィードバックされている。 

・行政サービスデリバリーに対する地域住民の満足度が向上する。 

 

（３）プロジェクト目標 

PRDCにより、主体的かつ戦略的に州開発事業が実施される。 

【指 標】 

・PSDPの質が向上する（データ分析に基づいた戦略的な計画の策定、長期プラン）。 

・PRDCにより事業進捗がモニタリングされ、必要な指導がなされている。 

 

（４）成 果 

１）州行政官の分析・調査能力が向上する。 

【指 標】 
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モンドルキリ州、ラタナキリ州において 

1－1 データ分析及び調査結果に基づく状況調査報告書（州ごと）が完成する。 

２）州行政官の地域開発計画策定能力が向上する。 

【指 標】 

モンドルキリ州、ラタナキリ州において 

2－1 州開発計画の策定プロセス改善に関する報告書（州ごと）が作成される7。 

2－2 優先課題分野において提案された事業の数 

2－3 優先課題分野において、ローリングプランの施策として選定された事業の数及

び事業に配分された予算金額（割合）。8 

３）州行政官の地域開発事業実施・管理能力が向上する。 

【指 標】 

モンドルキリ州、ラタナキリ州において 

3－1 事業実施プロセス（資金管理、事業の技術サポート）の改善に関する報告書

（州ごと）が作成される9。 

3－2 計画された事業のうち計画期間内に執行された事業数及び金額10。 

４）州行政官のモニタリング、評価能力が向上する。 

【指 標】 

モンドルキリ州、ラタナキリ州において 

4－1 モニタリング、評価の手法及び体制が確立し、情報が共有される（州バージョ

ンのマニュアル、ブックレット等の形で）。 

4－2 プロポーザル作成に関するテクニカル･チェックリストが作成される。 

 

（５）活 動 

1－1 州の基礎情報を確認、整理する。 

1－2 開発ポテンシャルを確認する。 

1－3 上記を基に、経済・社会・インフラ分析を行う。 

 

2－1 州開発計画策定プロセスを検証し、改善点を整理する。 

2－2 コミューン投資計画検討、郡インテグレーションワークショップ実施の側面支援を

行う。 

2－3 調査･分析結果に基づき優先課題を整理し、優先開発事業を選定する。 

2－4 州開発計画、ローリングプラン及び州投資計画の見直しを支援する。 

                             
7 モンドルキリ州とラタナキリ州では、計画策定プロセスに抱える課題（問題点）が異なることが予想されることから、当該

報告書は州ごとに作成することとする。 
8 事業の性質により、１件当たり単価が大幅に異なることが予想されることから、件数及び金額（割合）の両方を指標として

あげた。評価に際しては、優先課題分野の性質を考慮しつつ、件数及び金額（割合）の両方から、優先課題分野としてふさ

わしい程度の事業配分がなされているか否かをチェックする。 
9 モンドルキリ州とラタナキリ州では、事業実施プロセスに抱える課題（問題点）が異なることが予想されることから、当該

報告書は州ごとに作成することとする。 
10 事業の性質により、１件当たり単価が大幅に異なることが予想されることから、件数及び金額（割合）の両方を指標とし

てあげた。評価に際しては、事業の性質を勘案しつつ、件数及び金額（割合）の両方から、円滑な事業運営がなされてい

るか否かをチェックする。 
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3－1 選定された事業の実施支援を通じ、州行政官へのOJTを行う。11 

 

4－1 優先事業等のモニタリングを通じ、事業管理手法の改善を図る（OJT）。 

4－2 優先事業の評価を行う。 

4－3 上記のモニタリング及び評価結果を計画策定、事業実施に還元する仕組みを整える。 

 

（６）プロジェクトの投入 

上記の目標を達成するために必要な投入を確認した。なお、既存の国家事業、ドナー活

動と連携して効果的な投入を行うこと、地理的特性等を考慮し、当初要請から投入計画を

変更することで合意した。 

カンボジアからの当初要請は2009年までの２年間であったが、カンボジア側からはなる

べく長い期間支援してほしい、との意向が伝えられた。 

プロジェクトはPRDCの既存の事業サイクル（４－３－２ 州計画策定支援参照）を徐々

に改善する必要があるため、既存の事業サイクルに沿って実施すること、サイクルの改善

が軌道に乗るためには少なくとも３サイクル以上のモニタリングが妥当であることを確認

した。また、次回のPSDPは2011年１月から開始すること、次回のコミューン選挙が2012年

４月に実施されることから、2011年までを事業期間とすることを確認した。具体的な比較

を表4-1に示す。 

 

  表４－１ 要請内容と事前評価調査結果の比較 

 要請書 事前評価調査結果 

協力期間 2007年～2009年 2007年10月～2011年３月 

 

日本側投入 長期派遣専門家2名（MOIに１

名、対象州に１名） 

特にアジア地域での地方行

政、地方分権化、地域開発、人

材育成経験をもつ人材 

研 修 

機 材 

ワークショップ及び技術交換事

業 

専門家（最大４名：チーフア

ド バ イ ザ ー 、 地 域 開 発 計

画、農村インフラ計画、地方

行政、業務調整） 

機 材 

C/P研修 

OJT事業運営費 

カンボジア側投入 記載なし C/Pの配置 

オフィススペース及び事務機

器（可能な範囲）の提供 

プロジェクト実施のためのロ

ーカルコスト負担（経常経

費） 

 

                             
11 成果３に係る活動については、成果１及び２に係る活動の結果を得て後に詳細が決定される。詳細は、明らかになった時

点で両州の開発計画に則り、活動計画（PO）のなかに明記することとする。また、同活動に従事するC/Pは、活動の内容が

明らかになった時点でPRDC ExCOMが適任者を配置することとする。 
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C/Pの配置について、調査団より、内務本省（プノンペン）からの人材の配置を含めて検

討を依頼したところ、MOI本省に担当者を置くとともにモンドルキリ州及びラタナキリ州の

両州に主担当を置くことにより、プロジェクト実施に係る連絡調整が円滑に行われるよう

検討する、との回答を得た。また、モンドルキリ州では州副知事に対し、C/Pの配置をPRDC

における正式決定事項とする可能性を尋ねたところ、そのように対応できるようにPRDCと

相談するとの回答を得ている。 

 

４－２ プロジェクト実施体制 

協議の結果、以下の体制でプロジェクトを実施することを確認した。 

（１）プロジェクトダイレクター及びプロジェクトマネージャー 

プロジェクトダイレクター：MOI地方行政総局長 

プロジェクトマネージャー：MOI地方行政局長及び２州のPRDC ExCOMの常任委員 

 

プロジェクトマネージャーに関して、調査団はPRDC ExCOM議長である州知事ないし副議

長の州第１副知事を検討していたが、MOIより、両者はポリティカルアポインティーであ

り、交代を予測できないため、交代のないPRDC ExCOM常任委員が望ましい、との意見が出

された。なお、モンドルキリのPRDC ExCOM常任員は両州ともに州計画局長である。 

 

（２）実施機関  

現状で州政府の役割を担っているラタナキリ州及びモンドルキリ州のPRDCを主要な実施

機関とする。ただし、現在草案中の組織法が制定された場合にはそれに準じた組織を対象

とし、その移行を支援する。 

また、優先事業が選定され、実施する際は、そのセクター局職員がOJTの対象となる。 

 

（３）プロジェクト対象地域 

プロジェクトは、ラタナキリ州、モンドルキリ州の２州を対象とするが、MOI側は将来的

にその成果をクラチエ州、ストゥントレン州を含む北東四州全体に裨益させたいとの考え

があり、中間評価においてその是非を検討することを確認した。 

 

（４）JCC 

JCCは、年間計画の承認、モニタリング及び実施における課題の協議を行うものであ

り、MOI行政総局長（プロジェクトダイレクター）が議長となることを確認した。ま

た、PRDC ExCOMメンバー全員を含む双方関係者による委員となるため、委員会の開催場所

は、ラタナキリ、モンドルキリいずれかの州で開催することが望ましいことを確認し

た。プロジェクト対象州でのJCC開催は、MOIの関係者が状況をモニタリングし、オーナー

シップを高めるためにも、重要である。なお、各州におけるプロジェクト活動調整のため

の委員会は新規に設置せず、PRDCの会議で必要に応じ、議題とすることを確認した。 

 

４－３ プロジェクト協力内容 

現行の州開発計画策定や事業実施に係る諸作業（計画策定サイクル、契約サイクル、公共事業
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の入札方法、モニタリング・評価、報告など）は、段階別に「セイラ・プログラム・オペレーシ

ョン・マニュアル」（2000年）でセイラ・プログラムによって説明・指示されている。このマニ

ュアルで示されるセイラ・プログラムの作業工程は、同プログラムが終了した現在でも、毎年の

関係省庁による改訂を加えながら参考にされている。しかしながら、基本的に、これらのマニュ

アルはセイラ・プログラムのオペレーションのためにつくられたものであり、州の総合開発とい

う視点、将来的な地方自治体制（中央政府のD&D戦略）という視点から鑑みると、この作業工程

の見直しが必要と考えられる。一方で、現行では州政府関係者にようやくこの作業工程が浸透し

てきたところであり、新たな制度を導入することは適切ではない。 

プロジェクトでは、現行の制度の改善点を提示しつつ、徐々に州の開発事業サイクルを将来の

州政府による開発事業サイクルとして提案する姿勢が重要である。また、州政府関係者から

は、これらの工程において、PSDDアドバイザーに多くを依存していることが課題としてあげられ

ており、事業サイクルの改善を通じ、人材の育成も同時に図る必要がある。 

 

 ４－３－１ 調査・分析 

現状では、コミューンからの積み上げ方式により開発事業が選定されている部分が大きいた

め、必ずしも統計データの整理を通じて分析された州全体の開発優先度に基づいて客観的な事

業選択ができていない。州の事業として実施するうえでは、調査・分析能力を強化し、戦略的

な州計画策定のために必要な情報を収集することが望まれる。プロジェクトでは、プロジェク

ト開始後の８ヵ月間を第１フェーズとし、これらの課題を中心に対応する。これまでの計画策

定において、一部のセクター局や関係者にのみ共有されていたデータ・情報（コミューン・デ

ータベース12、GIS13、モニタリング評価報告書等）を確認して収集する。それらの情報を関係

者に分かりやすい形で取りまとめ状況調査報告書を作成し、関係者への情報共有を通して州計

画策定支援につなげる。さらに開発ポテンシャルを把握するうえで必要なデータにつき分析

し、必要な情報の収集のための支援を行う。 

 

 ４－３－２ 州計画策定支援 

州レベルでは、2005年の計画省の省令から５年ごとの州開発戦略計画書（2006～2010年）

が、セイラ・プロジェクトの導入時から３年ごとの開発投資計画書（ローリングプラン）

（2005～2007年）及び１年ごとの州投資計画が作成されている。また、これに順じ、コミュー

ンレベルでは、コミューン設立後、セイラ・プロジェクト導入時5年コミューン開発戦略計画

書、3年開発投資計画書（ローリングプラン）、コミューン投資計画が用意されている。 

郡レベルでは同様の計画は用意されていないが、州の計画、コミューンの計画を繋げる意味

で、ディストリクトインテグレーションワークショップが開催されている。 

中央、州、コミューンの各レベルにおける開発事業実施の年間サイクルは表4-2のとおり。 

 

                             
12 過去105項目につき調査していた各コミューンのデータベースは、2006年からさらに詳細な300以上の項目につきコミュー

ン及び村レベルで調査することとなり、調査結果は州の計画局で保管されている。毎年12月頃に、データベースの情報収

集及び作成のため、コミューン・クラーク及び村長を対象に調査手法に関する研修を、郡レベルで２週間実施してい

る。州内９郡での本件研修は、3,000～4,000ドルの経費を要する。 
13 北東２州ともにDANIDAが土地管理省を通じて支援する対象10州に含まれ、GIS〔天然資源分布図、土地利用図、環境問題分

布図（環境局との情報共有）、境界問題図など〕を作成中であるが、PRDCでの計画策定には活用されずにいる。 
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表４－２ 開発事業実施の年間サイクル 

 中央省庁 州 コミューン 

1月 

（新年度開始） 

1月（3～4月） 

1～2月 

3～4月 

4～5月 

6～8月 

 

 

 

 

9月 

 

 

10月 

11月 

12月 

 

 

 

 

各セクター局予算決定 

各セクター局予算配分 

 

各セクター局３年開発投資

計画書計画局へ提出 

 

 

 

 

 

 

各セクター局予算決定 

（早い場合） 

年間計画（NCDD AWPB）

完成、入札・契約準備 

入札・契約 

 

 

事業実施 

 

 

 

 

 

計画省計画策定ガイド

ラインを受け計画策定

準備 

PIF各局予算配分決定 

計画局による郡総括ワ

ークショップ 

州計画策定ワークショ

ップ 

AWPB最終ドラフト作成 

 

 

 

 

 

 

村レベル優先事業選

定 

コミューン優先事業

選定、コミューン投

資計画の策定 

CIP（コミューン投資

計画）計画局へ提出 

 

上記の手続きに従うと、村からのニーズを積み上げ、各ファンドの内容に合致するものが選

定、事業化されることになる。つまり、PSDP、コミューン開発戦略計画という名称を用いてい

るものの、実際はニーズを積み上げ、ドナーやセイラ・プログラムで用意された予算で「でき

るもの」を選んで実施しており、戦略性や国家開発計画との整合性は欠如している。 

そして、「村からのニーズの積み上げ」に対してどのような予算がついて実施されたか、事

業実施後の状況が把握できる資料が存在しない。 

実際、PIFはPRDCとの関係が良好なセクター省が実施可能な事業に投資され、コミューン・

ファンドは農村道路の建設などといった誰にも平等なインフラ整備に偏りがちとなる。ま

た、これらの事業計画、選定プロセスにかかわるのは主に村、コミューン、郡の有力者であ

り、ファシリテーターのPLAU（PFT・DFT）、コミューン・クラークが必ずしもその役割を果た

しきれていないのも実情である。 

また、各セクター局は、PRDCを中心としたセイラの枠組みとは別に、それぞれの省庁に属す

る活動を実施しており、毎年策定される州投資計画（PIFによって実施される事業のみを掲

載）が州で実施している事業計画をすべて網羅しているわけではない。現状では、州計画局

が、各セクター局から毎年更新される各局の３ヵ年開発投資計画書ドラフトを取りまとめて3

ヵ年開発投資計画書を作成しているが、その内容にも偏りがある。優先事業を確定していく仕

組みを強化し、州の全体計画を吸い上げ、PSDPを念頭に置いた各セクター局間の調整能力を高

活動計画検討の開始 

- 27 -



める必要がある。 

（１）PSDP 

PSDPは、中央レベルでの５ヵ年計画策定を受けて、2005年から州レベルでも策定され

ることとなった。以下、ラタナキリ州、モンドルキリ州の第３期PSDP（2006～2010）及

び毎年の州投資計画から読み取れるそれぞれの州の開発計画の枠組みにつき述べる。 

 

ラタナキリ州 

PSDPの概要 

ビジョン（５項目）【PSDP p.10】 

方針（５セクター）【PSDP p.13～27】 

１．経済セクター 

農林水産局、国土整備・都市化・建設局、水資源気象局、農村開発局、商業局、郵

便電気通信局、公共事業・運輸局、鉱工業・エネルギー局、観光局 

２．社会セクター 

教育・青少年・スポーツ局、保健局、社会問題局、労働・職業訓練局、文化・芸術

局、情報局、宗教局 

３．天然資源管理 

環境局 

４．ガバナンス 

州庁舎、裁判所、計画局、女性局、経済財政局 

５．行政・治安 

アクション・プラン（17本）及び優先事業【PSDP p.47～54】 

実施事業【州投資計画（PIP）】 

 

上記の枠組みは、CDCによる開発事業のモニタリング・評価・実施のための回覧、計画

省による州開発投資プログラムのガイドライン（2004年）に沿って策定されている。 

１）方針（優先分野・項目）の設定 

ビジョンを①団結と強い結束、②よりよい治安、③よりよい暮らし、④緑の環

境、⑤引き継がれる文化とし、基本構想らしい目標設定がなされている。しかしなが

ら、同ビジョンに関連するかたちで設定が予想される方針は、各セクター局の方針が

５つのセクターに区分されて述べられるのみである。そのため、優先分野を農業、農

村開発、保健、教育と明記しつつも、ビジョンに基づく州としての優先分野・項目の

設定が不明確である。 

２）事業の実施可能性の判断 

方針に続き、施策的な項目の記述が予想されるが、アクション・プランと優先事業

が同じレベルで述べられ、予算による裏づけも示されておらず、事業の実施可能性が

みえにくいものになっている。調査・分析によって現状把握ができれば、予算を踏ま

えた現実的な計画の策定が可能となると考えられる一方で、カンボジアにおける中央

レベルと地方レベルの計画・予算サイクルの不整合性から、プロジェクトにおける改

善は難しいと考えられる。 
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３）目標値設定 

効果的な事業の実施及び行政評価結果の計画への反映を考慮すると、施策のレベル

に相当するアクション・プランでの目標値設定などが考えられる。 

４）実施事業の基本構想との繋がり 

毎年の州投資計画に明記される実施事業は、PSDPのビジョン及び方針に繋がるもの

であるべきであり、各セクター局間における調整能力の向上により計画の包括性が求

められる。 

 

モンドルキリ州 

PSDPの概要 

ビジョン 【PSDP p.12】 

目標（４項目）【PSDP p.12～13】 

目標１：経済セクター 

目標２：社会セクター 

目標３：天然資源管理 

目標４：公共の秩序、治安、ガバナンス 

戦略・方向【PSDP p.13～27】 

目標１（９つの方向） 

農林水産局、国土整備・都市化・建設局、水資源気象局、農村開発局、商業局、郵

便電気通信局、公共事業・運輸局、鉱工業・エネルギー局、観光局 

目標２（８つの方向） 

教育・青少年・スポーツ局、保健局、社会問題局、労働・職業訓練局、文化・芸術

局、情報局、宗教局 

目標３（３つの方向） 

環境局 

目標４（４つの方向） 

州庁舎、裁判所、計画局、女性局、経済財政局 

プログラム及びアクション・プラン【PSDP p.61～68】 

実施事業【PIP】 

 

目標と戦略・方向の間の繋がりが明確であるが、全体的に包括的なものではない。住

民にとって、分かりやすい計画とはいい難く、住民への視点を配慮する必要がある。 

１）曖昧なビジョン 

ビジョンによって、州の開発の基本構想となる将来像を明らかにすべきところで

あるが、州の概要を記述するような曖昧な表現にとどまっている。 

２）戦略の二義性 

モンドルキリPSDPにおける「戦略」は、第1章に述べられる「戦略と方向」及び第

4章に述べられる「州開発と貧困削減戦略」の２つが存在し、それぞれの「戦略」を

統一して整理した総合的な州の戦略を確立させることが望ましい。 
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（２）開発投資計画書（ローリングプラン） 

１年ごとの州投資計画では、PIFが使用されるプロジェクト（PIFによって支援される

セクター局の活動）のみを掲載しているのに対し、３年間のローリングプランは州レベ

ルの全セクター局の３年間の計画をほぼすべて掲載している。各セクター局は、プロジ

ェクトを①現時点で実施中のプロジェクト、②予算契約がなされたプロジェクト、③予

算がついておらず優先度が高いプロジェクトの３分野に区分し、ローリングプランとし

て毎年更新する。予算がつかず優先度が高いプロジェクトの項目は、実施中及び契約さ

れたプロジェクトよりもはるかに数が多い。モンドルキリ州農業局は、予算がつかず優

先度が高いプロジェクトを、契約済みプロジェクトの９倍の件数をあげている。 

このローリングプランからは、州政府（各セクター局）として予算が管理できる範囲

はかなり限られていることが理解できる。このような予算計画システムでは、予算の裏

づけに基づく計画策定は困難である。 

 

（３）州投資計画（PIP） 

セイラ・プロジェクトの範囲で作成されたPIFを中心とするプロジェクトの計画書であ

る。セイラ・プロジェクト終了後も、ラタナキリ州では、NCDD年間計画予算（AWPB）と

して策定されている。PRDCによって決定できるPIFによるプロジェクトを掲載し、予算の

裏づけに基づく計画策定ができる。D&D戦略の将来的な方向性として、州レベルの各局の

計画が評議会によって承認され、このような形でまとまることが望まれていると予想さ

れる。 

 

（４）本プロジェクトでの支援が想定される項目 

州がコミューン開発計画によって示される住民からの要望及び国家開発計画を考慮し

つつ、州独自の優先分野・項目を確定し、戦略的かつ包括的な総合計画を策定できるよ

うになるには、以下のような支援が想定される。 

１）現状では、州開発戦略計画で提示されるビジョン、方針、戦略、プログラム、ア

クション・プランなどの構成要素が整理されないままに記述されている。そのため、計

画の目的及び考え方を再度把握し、州の理想像、政策、施策、実施事業14などを整理して

いくための支援が必要である。 

２）優先分野が明確に設定されていないのは、各セクター局間の調整が不十分である

ことが主要な原因であると予想される。これまでの縦割りセクター（各セクター局）ご

との計画策定が、PRDCによる調整能力の向上支援によって、より包括的な州総合計画と

なる。 

３）計画中の目標値の設定は、評価時に達成度を判断する明確な指標となる。この目

標値に基づいて評価が効果的に行われることにより、効率的な計画策定が可能となる。 

 

 

                             
14 例えば、日本の総合計画における基本構想（政策）、基本計画（施策・基本事業）、実施計画などの規模・期間・レベルご

との方向性。 
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 ４－３－３ 優先事業実施支援 

プロジェクトでは、セクターを特定しないOJTのための活動費を用意し、将来の州予算によ

る事業運営の実施を支援することにより、実際の作業を通じた州政府関係者の人材育成を目標

としている。ただし、新規の予算管理方法等を導入することは混乱を生じさせるため、PIFに

近いOJT活動費を用意する方法を検討する必要がある。 

PRDCの主体的な戦略の策定、優先事業の選定、そのOJTを通じた人材育成を目的とする本プ

ロジェクトでは、現時点でOJTとしてプロジェクトで支援する事業を特定することは適切では

ない。しかしながら、2007年度のラタナキリ州及びモンドルキリ州それぞれの３ヵ年ローリン

グ計画やコミューン開発計画を概観することにより、プロジェクトによる支援分野がある程度

想定し得る。以下、各州で優先度の高い事業を整理する。 

 

ラタナキリ州 

優先分野：教育、保健、農業・水資源、農村開発（インフラ）、天然資源・土地 

（１）教育局 

・幼稚園教員養成（25名×３年間：870ドル） 

・教材作成研修（30名×３年間：1,551ドル） 

・教室の修復・建設など 

 

（２）保健局 

・2007年から2009年まで、保健に関する情報並びに報告システムの向上など、保健制度

及びインフラ構築20件（約293万ドル）が保健省から支援されているほか、妊婦の健康

管理につき４件（UNFPA支援）、５歳以下の小児の病気治療、マラリア治療など４件

（ADB支援）、母乳の普及、様々な病気予防、コミュニティ中心のアプローチにつき６

件（世界銀行支援）、健康に関する啓発活動など４件（EU/UNICEF支援）の事業が予定

されており、予算がついてない優先分野については明記されていない。 

 

（３）農業局 

・高地の農地調査（３年間1万5,100ドル） 

・家畜の専門技術に関する広報（３年間３万ドル） 

・家畜の健康維持サービス（３年間２万8,500ドル） 

・鶏インフルエンザ防止（３年間４万4,100ドル） 

・家畜及び家畜による製品の衛生管理（３年間9,000ドル） 

・農業専門資料センター（3年間６万5,000ドル）など 

 

（４）水資源気象局 

・水利組合の結成・研修・能力強化（１年間1,852ドル） 

・水資源に関するインフラの修理など 

 

（５）農村開発局 

・2007年は、井戸・貯水池、道路、郡庁舎などの建設11件（約43万ドル）、マラリア予防
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活動１件（９万8,000ドル）、水の利用やジェンダーに関する衛生教育１件（４万3,500

ドル）などが農村開発省予算で実施される予定で、予算がついていない事業は、道路

建築１件のみある。 

 

（６）環境局 

・2007年から2009年まで、コミュニティによる天然資源管理（毎年５万ドル）がPSDDに

より支援され、ゴミ処理場建設（９万ドル）、郡環境センター建設（３万ドル）、自然

保護組合の活動（４万5,000ドル）に対する支援などには予算がついていない。 

 

（７）土地管理局 

・2007年から2009年まで、DANIDAによる支援（15万5,250ドル）で、土地法普及、土地登

記委員会支援、少数民族協会の土地登記、土地利用計画の作成を実施予定である。コ

ミューンの境界設定（４万5,000ドル）、国有地の登記（６万ドル）、登記簿謄本の発給

（９万ドル）などの事業に優先度がつけられているが、予算がついていない。 

 

モンドルキリ州 

優先分野：農業中心の生計活動、天然資源管理 

（１）農業局 

・2007年は、PIFにより家畜の健康管理（8,678ドル）、自然農法による稲作（4,687ド

ル）、家庭菜園（1,544ドル）などが実施される予定である。 

・予算がついていない優先度の高い事業は、農業局の職員に対する研修（国外研修を含

む）、農家に対する各種耕作、農薬の安全性、家畜の育成などの研修がある。 

 

（２）環境局 

・2007年は、PIFにより住民に対し環境に関する法律の普及（4,174ドル）、環境教育に関

する看板作成（1,600ドル）、道路沿いのゴミ袋設置（300ドル）などが実施される予定

である。 

・予算がついていない優先度の高い事業は、コミュニティに対する天然資源の重要性に

関する研修（１万6,800ドル）、天然資源管理組合の設置（６万ドル）などがある。 

  

 コミューンで予算がついていないが実施したい事業（モンドルキリ州モノロム・コミューン） 

経済分野：ため池、稲の苗（収穫の多い品種）、排水路修復、ニワトリのよい品種導入、野菜

の種苗 

社会セクター：弱者救済、妊婦と分娩に関する教育、識字教育、子どもを通学させるよう親へ

の啓発活動、蚊帳供与 

天然資源：植林セミナー、清掃活動 

事務・治安：土地利用プラン、住民票に関する法律の啓発活動 

ジェンダー：DV防止啓発活動 
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 ４－３－４ モニタリング・評価 

セイラ・プログラムでは、コミューン及び州レベル、中央レベルを中心としたプログラム全

体の評価に関するマニュアルが配布された。同プログラム終了後の昨今で必要とされるの

は、計画策定に反映されるような行政評価である。しかしながら、PSDPの施策レベルに影響す

るような評価は実施されていないのが現状である。 

州のレベルでは、モニタリング・評価担当者が選択した案件を３ヵ月ごとにモニタリング

し、結果をNCDD、財政局、ExCOMに報告している。また、モニタリング・評価担当者はCAU・監

査と情報を共有し、全国24州にもモニタリング結果を配布する。モニタリングの際に問題が発

見されれば、ExCOMで解決策を議論し、解決できない場合はPRDCで議論する。その結果がNCDD

に報告され、事業の遅れなどの問題については、次年度への予算持ち越しが許可される。ま

た、評価については、モニタリング時から問題のありそうな5,000～１万ドルの案件を選択

し、評価委員会が評価を実施する。評価委員会は、州知事、４つの関係局（案件ごとに内容的

に関連がある局が選ばれる）及び州公庫で構成される。インフラ案件では、TSUが支援に入

る。昨年は、水資源局による貯水池案件１件のみ評価を実施した。このように、限られた事業

に対し事務事業レベルの評価がなされている。 

また、このような事務事業レベルの評価は、次年度の計画に的確に反映されているとはいい

難い。州投資計画では、毎年、PIFで実施されたプロジェクトの各分野の改善点（Lessons 

learned）が掲載されている。同改善点を網羅するようなテクニカル・チェックリストが、州

レベルの全局において策定され活用されると、次年度の計画策定に有益と考えられる。 

 

 本プロジェクトでの支援が想定される項目 

（１）事務事業の評価能力の強化 

現行の事務事業評価の目的・手法を確認し、PFT及びDFTの役割の明確化など、的確な

評価実施のための能力強化をめざした支援を行う。事務事業評価の手法及び体制を確立

させることをめざす。 

 

（２）評価結果のフィードバック及び住民への情報提供 

事務事業評価の手法及び体制の確立には、評価結果が次年度の計画策定に反映するよ

うなシステムも含まれる。また、評価結果は、住民へ公開され情報が伝達されなければ

ならない。 

 

（３）施策評価の手法導入 

事務事業評価が効果的に実施されれば、施策評価の手法を段階的に導入する。可能な

限りで、住民による評価の手法を取り入れる。 

 

（４）政策評価の検討 

州レベルで評議会が設置される頃をみはからい、政策評価が効果的に実施されるよう

な評価手法を検討する。 
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（５）客観的な評価 

計画策定時に検討した目標値の達成度を事務事業及び施策のレベルで客観的に評価す

る。 
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第５章 評価結果 
 

５－１ 評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の評価結果 

（１）妥当性 

・カンボジアは、NPRS（2003～2006）及び四角戦略でD&Dの推進を強調しているほか、2005

年にはD&D推進に向けた戦略書を作成し、地方分権化を推進している。また、現在策定作

業中の地方自治法（組織法）により、今後州及び郡の強化を図る方針である。地方分権

化の目的の１つとして、「地方開発の推進及び貧困削減」をあげており、特に多くの少数

民族が居住し、開発支援が比較的遅くから入りはじめた北東州に関しては高いニーズを

認識している。 

・一方で、地方行政機能の強化に必要な人材の数及び能力は不足しており、特に北東州で

はこの傾向が著しい。少数民族が多い地域であることから言語障壁があるほか、教育レ

ベルも概して低い傾向がある。行政官についても、地方勤務のインセンティブが低いこ

とから優秀な人材が集まらない現状がある。また、セイラ･プログラム等によりコミュー

ンの機能が強化される一方で、州･郡はその機能が明確に規定されていないこともあ

り、既存の州開発計画はコミューンからのプロポーザル（事業提案）の単なる積み上げ

となっており、州及び郡全体としての優先課題の設定やそれに基づく優先事業の決定と

いった、戦略的なアプローチは皆無である。 

・2007年中にも策定される見通しの地方自治法（組織法）が施行されるに際しては、州・

郡レベルにおいてこうした戦略的視点をもって行政サービスを企画・実施していく能力

を有した地方行政官の存在は不可欠であり、対象国及び対象地域におけるニーズは極め

て高い。組織法が施行され、2013年頃には州政府へと業務が移行される見通しである

が、本プロジェクトはこの移行期間を対象期間とし、州政府の将来的な仕事を見越し

て、業務プロセスの見直しを行うものである。この意味で、タイミングの面においても

妥当性が高い。 

・カンボジアに対する日本の援助政策としては、「人材育成・制度整備・インフラ整備を通

じ、経済成長と貧困削減の両立への協力により、人間の安全保障の実現を図る」ことを

JICAの対カンボジア協力方針として掲げているほか、行政機能の強化に資する人材育成

及び制度･枠組みの整備を重視している。また、北東州は「開発の三角地帯」に属する地

域であり、同地域を対象とした「開発三角地帯マスタープラン」の実施に対し、わが国

は積極的に支援する方針を示している。 

 

（２）有効性 

・本プロジェクトは、「分析･調査」「計画策定」「事業実施」及び「モニタリング･評価」と

いったプロジェクト･サイクルの各段階における州行政官の能力向上を通じて、州の開発

事業実施における主体性・戦略性を向上することをめざすものであり、プロジェクト目

標を達成するために十分なアウトプットが計画されている。 

・州行政官の能力向上には、プロジェクト･サイクルの各段階に関する実施能力を向上する

ほか、活動を通じて抽出される既存のしくみの改善点（州行政官の「気づき」）、それら

を整理し取りまとめた報告書（ガイドブックなど）による「プロセス改善」を含むもの
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であり、これらを通じて州行政官の主体性及び戦略性の向上が期待できる。 

・計画された各成果は、PSDPの質の向上とその実施に寄与するものであり、プロジェクト

目標の指標は適切に設定されている。 

・計画された成果がPSDPの質の向上に活用されるためには、プロジェクトのコンセプトが

関係者に十分に受け入れられる必要があることから、外部条件として設定されている

が、こうした視点はカンボジア側（MOI）にも明確に認識されていることから、満たされ

る可能性が高いと判断される。 

 

（３）効率性 

・本プロジェクトにはコストのかかる大規模な機材供与や設備建設は含まれておらず、ソ

フト部分への協力を中心としている。また、対象地域での業務実施にはクメール語を話

せる人材が不可欠であることから、ローカル人材も活用する計画であり、業務の効率的

かつ効果的な実施が可能と期待できる。 

・各成果の指標はいずれも入手が容易であり、指標としての適切性に加え、入手のコスト

面から見ても適切に設定されている。 

・JICAは2007年２月よりMOI地方行政総局を中心に「地方行政能力向上プロジェクト」を実

施しており、中央レベルでの国家プログラム及び他ドナーとの調整を行うこととしてい

る。同プロジェクトとの連携を通じて、本プロジェクトは他ドナーとの活動内容の重複

を避けるとともに、必要に応じて中央政府への政策提言も可能となる。 

 

（４）インパクト 

・本プロジェクトは対象２州のPRDCをフォーカルポイントとし、州行政官を対象として実

施するものであり、能力向上された州行政官がプロジェクト終了後も対象州の行政官と

して勤務を続けることにより、対象州の地方行政能力は強化されると期待できる。 

・対象州においては、行政組織からの人材流出がカンボジア国内の他の地域に比べて少な

いことから、プロジェクト終了後も何らかの形で州の行政機能に関与していくことが期

待できる。 

・対象地域は少数民族が多数を占める地域であることから、本プロジェクトの実施により

特定の少数民族が不利益を被る、あるいは利益を受けることができない可能性は低い。 

・カンボジア政府による地方分権化の政策･方針は1991年和平協定以降一貫しており、又近

年は更に推進する目的でNCDDの枠組みを構築している。本プロジェクトはNCDDの枠組み

の中で実施する旨両国間で合意していることから、外部条件が満たされる可能性は高い。 

 

（５）自立発展性 

・カンボジア政府による地方分権化の方針は一貫しており、近年も更なる推進のための枠

組みづくり（NCDD）、法的整備〔地方自治法（組織法）の策定〕などが実施されてい

る。本プロジェクトはこれらの潮流に沿うものであり、プロジェクト終了後も政策支援

は継続されるものと見込まれる。また、本プロジェクトはPRDCをフォーカルポイントと

して実施するが、今後地方分権が一層進んでいった際には、PRDCが州政府に引き継がれ

ていくことはMOIと確認済みであり、組織面における自立発展性は確保されていると判断
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される。 

・本プロジェクトは、北東州2州を対象とするものであるが、MOIはここでの成果を隣接す

るストゥントレン州及びクラチェ州に波及させたいとの意向を示している。また、上記2

州に限らず農村遠隔地や都市近郊の農村地域などへの波及も念頭に置いており、プロジ

ェクト終了後の波及効果も期待できる。 

・本プロジェクトでは、OJTとして実際の事業運営を行うにあたりプロジェクト追加予算を

計上する予定であるが、既に対象地域２州には他ドナーの様々な資金援助がプレッジさ

れていることから、本プロジェクトの終了後についてもこうした活動（事業）の持続可

能性については確保できる可能性が高いと判断される。 

 

５－２ 結 論 

以上のとおり、本プロジェクトは、評価５項目のいずれについても高いと判断された。 

本プロジェクトは、カンボジア側、日本側双方の政策に沿うものであり、対象地域も最もニー

ズの高い地域が選定されている。PRDCから州及び郡政府への移行期を捉え、将来、州・郡政府が

成立した際には、住民に対しより質の高い行政サービスが提供できる組織となるよう、その第１

歩として対象州における行政官の４つの能力（分析･調査、計画策定、事業実施及びモニタリン

グ･評価）の向上をめざすものである。対象地域は、カンボジア国内でも最も人材が乏しい地域

でもあることから、本プロジェクトでは飛躍的な成果は望まず、あえて地道なアプローチをとる

こととしており、地域の実情にあったプロジェクトデザインとなっている。このアプローチ

は、カンボジア国内の他地域（主に農村遠隔地や都市近郊の農村地域）にも将来的に適用可能と

考えられることから、本プロジェクト実施の意義は大きいといえる。 

また、既に多くのドナー支援が入っており、セイラ･プログラムにおいても既に多くのしくみ

やマニュアル等が作成されていることから、本プロジェクトではこれら既存の成果を最大限に活

用しつつ、地方行政業務のプロセスを改善していくことをめざしている。他のプロジェクトや支

援との連携･調整を行いつつ実施されるものであり、重複は生じないものと思われる。 

以上から、本プロジェクトの実施妥当性は高いと判断された。 
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第６章 プロジェクトへの提言と類似案件からの教訓 
 

６－１ 提 言 

カンボジアの地方行政は、過渡期にあり、中央レベルを中心に改革の進展がみられるもの

の、州や郡などの地方レベルでは制度が確立していない。今後、カンボジア政府が、州レベルに

評議会を設置するなどD&D戦略を進め、行政機能を地方へと委譲していくうえで、現時点から州

政府の能力強化が必要である。 

また、対象とする北東２州（ラタナキリ州、モンドルキリ州）は、これまでと比較して開発支

援や投資が拡大する傾向にあり、州政府としてこのような動向を把握・分析し、的確な対応をと

っていく必要がある。これらの能力は、本案件のアプローチによって強化することが可能であ

り、カンボジア政府の地方行政改革の方向性に貢献できる可能性も有している。 

 

６－２ 教 訓 

・インドネシア 地方行政人材育成プロジェクト／地方開発政策支援プロジェクト 

 農業技術や環境計測などの技術移転を目的としたプロジェクトにおいては、中央政府を実施機

関とし、その先の普及は先方政府の責任とする計画が多数を占めていたが、地方分権化を推進す

るプロジェクトにおいては、地方自治体を直接の実施機関とするアプローチが有効である。しか

し、その場合においても、地方分権化を政策・法制度面で推進しているマクロレベル（中央政

府）の関与を確保することが極めて重要である。 

 また、地方開発のメカニズムを構築していくうえで、州やコミュニティレベルの行政機関

が、自ら地方のニーズ、地域情報、予算、組織的人的ネットワーク、身近な開発資源等の重要性

を認識することが重要であると指摘されている。 

 加えて、外発的なモデルの導入ではなく、地域をベースにした具体的な開発事業を進め、これ

をベストプラクティスとしてモデル化するとともに、実務経験を通じたOJTにより、州や県政府

職員の開発能力を高めていくという地道な方法が評価されている。 

・UNCDF地方開発基金（LDF）プログラム 

 本案件は、セイラ・プログラムにより設置された村、コミューン、郡の開発委員会（1998年当

時）が、州開発計画の策定及び実施において、PRDCと協働することを目的とした。その結果、各

レベルの開発委員会による縦の繋がりだけではなく、州レベルにおける各セクター局間の協

働、PRDCと州セクター局とのコミュニケーションの必要性についても認識された。また、ドナー

によるプロジェクトは、PRDC及び州計画局との協議なしに、新しいアプローチを採用すべきでな

いとの意見もあげられている。 
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１．プロジェクト形成調査ミニッツ（2005年３月28日） 

 

２．第１次事前評価調査ミニッツ（2007年３月27日） 

 

３．北東州統計資料 

 

４．討議議事録（R/D）及びミニッツ（英文PDM含む）（2007年8月31日） 
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ラタナキリ州＊ 

Ｒａｔａｎａ Ｋｉｒｉ Ｐｒｏｖｉｎｃｅ 
 

1995年 ＣＡＲＥＲＥ１活動開始 

 

Ⅰ ．基本情報 

１．州都 バンロン Ｂａｎｌｕｎｇ 
２．面積 約10,782㎢ 

３．地勢 高原、赤黒土 

４．州境 東部：ベトナム、西部：ストゥントレン州、北部：ラオス、南部：モンドルキリ州 

５．気候 最低気温：22.7度 最高気温：32.3度 

６．年間平均降雨量（2001年）：約2,153,600ミリ （雨季 ５－１０月、乾季11－4月） 

７．人口 約 94,243 人 （1998年国勢調査） 
      約 110,500 人 （2002年） 

         125,456人 （調査団による州知事からの聞き取り） 

約 151,000 人（2010年予測） 

１８歳以上の人口：約55,014人 

（男性：約26,558人、女性：約28,456人） 

８．人口密度 約９人/㎢ 

９．行政区域 ９郡、４９コミューン、２４２村 

10．少数民族 8種族（チャライ族、クルオン族、プノーン族、トムプオン族など） 

 

Ⅱ ．産業 

１．農業 

１）米 耕作面積：約22,335ha 収穫量：約2.12ﾄﾝ/ha 

２）農業関連産業 耕作面積：約 8,942 ha  

・ ゴム栽培 耕作面積：約 2,300 ha  

・ 大豆 耕作面積：約 1,374 ha  

・ ｶｼｭｰﾅｯﾂ 耕作面積：約 16,000 ha  

３）果樹栽培 耕作面積：約 882 ha  

４）その他 耕作面積：約 1,698 ha  

２．漁業 

内水漁業 漁獲量：約1,300 ﾄﾝ 

３．畜産業 

農業用 

・牛、水牛 飼育数：約 43,399 頭 

３．北東州統計資料 
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食用 

１）豚 飼育数：約 28,157 頭 

２）家禽 飼育数：約 108,213 羽 

４．天然資源 

１）鉱業資源 

鉛、銅、亜鉛 ﾊﾞﾝﾁｬｲ、ﾛﾑﾊﾟｯﾄ､ﾎﾞｰｶｴｳ 

金          ﾎﾞｰｶﾝ、ｳﾞｰﾝｻｲ､ ﾌﾟﾉﾝ･ﾊﾟｰﾝ 

宝石        ﾁｮﾑﾛﾑ･ﾊﾞｲｽﾛｯｸ 

２）自然保護地区 －ﾛﾑﾊﾟｯﾄ周辺：約250,000 ha 

５．観光 

１）国立公園 －ｳﾞｨﾗﾁｪｲ周辺：約332,500 ha 

２）ｴｺﾂｰﾘｽﾞﾑ：ﾔｸﾗｵﾑ湖、ｶﾝｾﾝ湖、ﾛﾑｺｯﾄ湖、ｶﾁｬﾝ､ｶﾃｰﾝ､ﾁｬｵﾝの滝、ﾛﾑﾌﾟﾛﾝ草原、 

ﾌﾟﾉﾝ･ｱｲｻｲ･ﾊﾞﾀﾏ･ﾁｬﾛｲ、ｼﾝﾚ川 

３）ホテル ： ５軒 （９１室） 

４）ｹﾞｽﾄﾊｳｽ ： ４軒 （４５室） 

 

Ⅲ ．インフラストラクチャー 

１．幹線 

・国道（ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝから州都まで） ：約５８８ ｷﾛ 

・州内道路 －国道７６ 号線 ：約 68.45 ｷﾛ 

－国道７８ 号線 ：約130.28 ｷﾛ 

－国道７８Ａ 号線 ：約 36.93 ｷﾛ 

－国道７８Ｂ 号線 ：約 38.71 ｷﾛ 

２．運輸 

・道路輸送料金：貨物原価の１５％～１８％ 
３．航空 

・国内線空港（予備調査中） 

－標準：３Ｃ 
－航空機機種：ＡＴＲ７２、ＡＮ２４、Ｙ１２、Ｙ７ 
－年間利用可能旅客数：120,000 人 

４．電力 

１）火力発電 

・供給能力 ：1,000ＫＶＡ 
・発電能力 ： 865ＫＶＡ 
・料金 ： ３００ﾘｴﾙ / ＫＷＨ 
２）水力発電（候補地） 
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－ﾌﾟﾚｯｸﾚｱﾝ１ 

距離 ：７０ｷﾛ、出力 ：55ＭＷ 

－ﾌﾟﾚｯｸﾚｱﾝ１Ａ 
距離 ：６０ ｷﾛ、出力 ：12ＭＷ 

－ﾌﾟﾚｯｸﾚｱﾝ２ 
距離 ：８０ｷﾛ、出力 ：44ＭＷ 

－ｾｻﾝｸﾛﾑ３ 

距離 ：３０ｷﾛ、出力 ：375ＭＷ 

－ｽﾚﾎﾟｯｸｸﾛﾑ３ 

距離 ：３２ ｷﾛ、出力 ：３３０ＭＷ 

５．上水 

・供給能力 ：６００㎥/ 日 

・給水量 ：1800㎥/ 日 

・料金 ：９００/㎥ 

６．通信 

・伝送ｼｸﾞﾅﾙ ：マイクロ波、人工衛星 
・有線電話 ：ＭＰＴＣ、ＣＡＭＩＮＴＥＬ 
国内通話料：ＵＳ＄0.01～0.10 / 分 

国際通話料：ＵＳ＄0.8～1.80 / 分 

・携帯電話 ：ＣＡＭＳＨＩＮ、ＭＯＢＩＴＥＬ、ＣＡＳＡＣＯＭ 
国内通話料：ＵＳ＄0.04～0.11 / 分 

７．灌漑用水 

・灌漑施設 ： ３２ヶ所 （58ヶ所） 

・供給能力 ：約6,997 ha 

・水田灌漑 －雨季：約5,914 ha  －乾季：約1,083 ha 

  

Ⅳ．公共施設 

１．教育 

・私立学校 ：１校 （生徒数：約１２４名） 

・高等学校 ：３校 （生徒数：約1,565 名） 

2．リファーラル病院： 1 箇所（126 床） 

 

Ⅴ ．優先開発分野 

１．エコツーリズム 

２．農業関連産業 

３．鉱業 
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４．農業（ゴム栽培及びコーヒー栽培） 

５．水力発電 

 

＊本資料は、日本アセアンセンター投資情報・投資ガイド、カンボジア州別データを引用

し、一部を編集したものである。 
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モンドルキリ州＊ 

Ｍｏｎｄｕｌ Ｋｉｒｉ Ｐｒｏｖｉｎｃｅ 
2003年 ＳＥＩＬＡ活動開始 

 

Ⅰ ．基本情報 

１．州都 サエンモノウロム Saen Monourom 

２．面積 約14,288㎢ 

３．地勢 高原、赤黒土 

４．州境 東部：ベトナム、西部：クラチエ州、北部：ラタナキリ及びスタントレン州 

南部：ベトナム 

５．気候 最低気温、最高気温：（気象観測所・機材なし） 

６．年間平均降雨量（2001年）：約2,450 ミリ 

７．人口 約32,400人（1998年国勢調査） 
      約45,568人（2002年） 

約53,000 人（2010年予測） 

８．人口密度 約２人/㎢ 

９．行政区域 ５郡、２１コミューン、９２村 

１０．少数民族 １１種族 （州総人口の８０％） 

 

Ⅱ ．産業 

１．農業 

１）米 耕作面積：約13,454 ha 収穫量：約1.94 ﾄﾝ/ha 

２）農業関連産業 耕作面積：約963 ha 

３）果樹栽培 耕作面積：約775 ha 

４）その他 耕作面積：約1,124 ha 

２．畜産業 

農業用 

・牛、水牛 飼育数：約28,407 頭 

食用 

１）豚 飼育数：約8,143 頭 

２）鳥 飼育数：約31,103 羽 

３）ゾウ 飼育数：約 ７４ 頭 

３．天然資源 

１）鉱業資源 

鉛、銅、亜鉛 ｵｰﾁｭﾛﾝ 

花崗岩      ﾗｵｶ、ﾅﾑﾙｰ 
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金          ﾒﾓﾝ、ｵﾋﾟ､ｱﾝﾄﾛﾝ 

ｱﾙﾐﾆｳﾑ     ｵｰﾁｭﾛﾝ 

２）鳥獣保護区 

ﾛﾑﾊﾟｰﾄ周辺 面積：約250,000 ha 

ﾌﾟﾉﾝﾌﾟﾚｯｸ周辺 面積：約222,500 ha 

ﾌﾟﾉﾝﾅﾑﾚｱｰﾙ周辺 面積：約47,500 ha 

ｽﾇｰﾙ周辺 面積：約75,000 ha 

４．観光 

１）史跡 ：ﾎﾞﾙｻの滝、ﾛﾑﾆｱ、ﾓﾉﾛｰﾑ、ﾀﾞｯｸｶﾑ、ﾌﾟｰﾑ･ﾌﾟｰﾙｰﾝ、ﾁｮﾑｶｰ･ｽﾛｽ､ｵｰﾄﾝﾛﾝ､ 

ﾄﾞﾑﾅｯｸ･ｽﾀﾞｯﾁ､ｵﾃ 

２）ｹﾞｽﾄﾊｳｽ ：14軒 （１５２ 室） 

 
Ⅲ ．インフラストラクチャー 

１．幹線 

・国道（ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝから州都まで） ： ３８０ｷﾛ 

・州内道路 －国道７６ 号線 ： １７９．６３ｷﾛ 

２．電力 

１）火力発電 

・供給能力 ： １５０ＫＶＡ 
・発電能力 ： １２５ＫＶＡ 
・料金 ： 1,800ﾘｴﾙ / ＫＷＨ 
２）水力発電（計画中） 

－ﾌﾟﾚｯｸﾎﾟｯｸｸﾛﾑ４ 

距離 ： １００ｷﾛ、出力 ： ２３５ＭＷ 
－ﾌﾟﾚｯｸﾛﾍﾞｱﾝ１ 

距離 ： ７０ｷﾛ、出力 ： ７ＭＷ 
－ﾌﾟﾚｯｸﾛﾍﾞｱﾝ２ 

距離 ： ８０ｷﾛ、出力 ： ５ＭＷ 
－ﾌﾟﾚｯｸﾁｭﾊﾞｰﾙ 

距離 ： ９５ｷﾛ、出力 ： ５ＭＷ 
－ﾌﾟﾚｯｸｵﾀﾚｲ１ 

距離 ： ２０ｷﾛ、出力 ： ５ＭＷ 
－ﾌﾟﾚｯｸｵﾀﾚｲ２ 

距離 ： ２３ｷﾛ、出力 ： ４ＭＷ 
－ﾌﾟﾚｯｸｵﾀﾚｲ３ 

距離 ： ２５ｷﾛ、出力 ： ５ＭＷ 
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－ﾌﾟﾚｯｸｵﾀﾚｲ４ 

距離 ： ３０ｷﾛ、出力 ： ７ＭＷ 

－ﾌﾟﾚｯｸﾍﾟｱｰﾙ１ 
距離 ： ３５ｷﾛ、出力 ： １７ＭＷ 

－ﾌﾟﾚｯｸﾍﾟｱｰﾙ２ 
距離 ： ４０ｷﾛ、出力 ： ８ＭＷ 

－ﾌﾟﾚｯｸﾍﾟｱｰﾙ３ 

距離 ： ４５ｷﾛ、出力 ： ９ＭＷ 

３．通信 

・伝送ｼｸﾞﾅﾙ ：マイクロ波 
・携帯電話 ：ＣＡＭＳＨＩＮ、ＭＯＢＩＴＥＬ、ＣＡＳＡＣＯＭ 
国内通話料：ＵＳ＄0.04～0.11 / 分 

国際通話料：ＵＳ＄0.8～1.80 / 分 

４．灌漑用水 

・灌漑施設 ： １６９ヶ所 

・供給能力 ： 約8,001 ha 

・水田灌漑 －雨季：約3,001 ha 

 

Ⅳ．公共施設 

１．教育 

・高等学校 ： ５校 （生徒数：719 人） 

2．リファーラル病院： 1 箇所 （55 床） 

 

Ⅴ ．優先開発分野 

１．エコツーリズム 

２．工業地帯 

３．農業関連産業 

４．灌漑システム 

５．鉱物資源の開拓 

６．輸送機関 

 
＊本資料は、日本アセアンセンター投資情報・投資ガイド、カンボジア州別データを引用

し、一部を編集したものである。 
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